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１ 林地開発許可制度の趣旨

私たちの暮らしを豊かにし、心に安らぎを与えてくれる森林。きれいな水や空気を育
んだり、さまざまな災害を防いでくれたり、気づかないところでも森林は私たちの生活
を守ってくれています。こうした森林の働きがあるからこそ、毎日安心して暮らすこと
ができるのです。
こうした森林の働きが、無秩序な開発によって脅かされることのないよう、森林法第

１０条の２により一定のルールが定められています。
それが『林地開発許可制度』です。

２ 規 制 の 対 象

(1) 対象となる森林の区域
知事がたてた地域森林計画の対象となる民有林※で、保安林や保安施設地区及び海岸

保全区域に指定されていない森林です。開発を計画している森林が、国有林や保安林
でなければ、ほとんどの場合該当します。
※ 地域森林計画の対象民有林については、開発を予定している場所を管轄する農林事
務所森林林業部で確認してください。

(2) 対象となる開発行為
地域森林計画の対象民有林を、土石の採掘、林地以外への転用造成など、土地の形

質を変える行為によって１ヘクタールを超えて開発する場合に知事の許可が必要とな
ります。また、令和５年４月１日から「太陽光発電設備の設置」を目的とした開発行
為にあっては０.５ヘクタールを超えて開発する場合に知事の許可が必要となりました。
なお、次のような開発行為も許可が必要な開発行為に該当しますので注意してくだ

さい。
① 道路だけの造成にあっては、有効幅員が３メートルを超えるもので、土地の形質
を変更する面積が１ヘクタールを超えるとき。

② 森林所有者などが共同で開発を行う場合で、それぞれの開発森林面積が１ヘクタ
ール以下であっても、全体の開発森林面積が１ヘクタールを超えるとき。

③ 何年にもわたって開発を行う場合、各年の開発面積が１ヘクタール以下であって
も、最終的な開発面積が１ヘクタールを超えるとき。

３ 許 可 の 基 準

開発によって、森林のもつ重要な働きが損なわれないことが許可の基準です。具体的
には、次の４つの基準を必ず満たし、適切に森林を残して周辺の環境が急変しないよう、
十分に配慮した開発計画としなけばなりません。

(1) 周辺に土砂の流出や崩壊、その他の災害を発生させるおそれのないように！
(2) 計画地の流域内に水害を発生させるおそれのないように！
(3) 水の確保に支障をきたすおそれのないように！
(4) 周辺の環境や景観を悪化させることのないように！
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４ 林地開発許可制度の体系図

許可を必要とするもの（１０条の２第１項） 開 発行為 を 許可を必要としない場合（１０条の２第１項）

しようとする者

対象 地域森林計画の対象となっている １ 国、地方公共団体が行う場合

民有林（保安林・保安施設地区・海 省令で定める 連絡調整 ２ 非常災害のために必要な応急措置とし

岸保全区域を除く） 手続きに従い （適用除外） て行う場合

規模 政令で定める規模を超えるもの 申請書提出 ※1及び3 ３ 省令で定める事業の施行として行う場合

（１ｈａ、太陽光発電設備の設置の場

合は0.5ha）

都道府県知事

関係市町村長、 審 査

都道府県森林審議会の意見聴取

（１０条の２第６項） 現 地 調 査

災害の防止（１０条の２第 水害の防止（１０条の２第 水の確保（１０条の２第２ 環境の保全（１０条の２第

２項第１号） ２項第１号の２） 項第２号） ２項第３号）

当該開発行為により周辺 当該開発行為により下流 当該開発行為により水の 当該開発行為により周辺

の地域において土砂の 地域において水害を発 確保に著しい支障をおよ の地域において環境を

流出又は崩壊その他の 生させるおそれがあるか ぼすおそれがあるかどう 著しく悪化させるおそれ

災害を発生させるおそれ どうか か があるかどうか

があるかどうか

森林の保続培養及び森林生産力の増進に留意（１０条の２第３項）

おそれがある場合

不 許 可

おそれがない場合

許 可 条件を附すことができる

（１０条の２第４項、第５項）

監督処分（１０条の３） 開発行為施行 施行状況調査

開発行為の中止命令

復旧命令

対象１ 無許可開発をした者 完了確認調査

２ 許可条件に違反して開発

した者

３ 不正な手段によって許可 罰則（２０６条）

を受けて開発した者 ３年以下の懲役又は300万円以下の罰金

１ 無許可

２ 監督処分命令違反
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５ 審査基準

第１ 手続上の要件

１ 事業の確実性

次の事項全てに該当し、申請に係る開発行為を行うことが確実であるかを確認します。 運用基準第４

(1) 開発行為に関する計画の内容が具体的であり、許可を受けた後遅滞なく申請に係る ２(1)

開発行為を行うことが明らかであること。

(2) 開発行為に係る森林につき開発行為の施行の妨げとなる権利を有する者の相当数の ２(２)

同意を得ていることが明らかであること（規則第４条第２号）。

これは、原則として申請書の受理の時点において開発行為の施行の妨げとなる権利

を有する者全員の同意を申請者が得ていることを要します。

(3) 開発行為又は開発行為に係る事業の実施について他の行政庁の免許、許可、認可、 ２(３)

その他の処分を必要とする場合には、当該処分がなされているか又はそれが確実であ

ることが明らかであること。

また、環境影響評価法又は地方公共団体の条例等に基づく環境影響評価手続の対

象となる場合には、その手続状況も確認できること。

(4) 申請者に開発行為を行うために必要な資力及び信用があることが明らかであること。 ２(４)

(5) 開発行為の施行者に防災措置を講ずるために必要な能力があることが明らかであるこ ２(５)

と。

２ 必要最小限度の面積 運用基準第４

開発行為に係る土地の面積が、当該開発行為の目的実現のため必要最小限度の面 ２(7)

積であること（法令等によって面積につき基準が定められているときには、これをしんしゃく

して決められたものであること。）が明らかであるかを確認します。

３ 全体計画との整合性 運用基準第４

開発行為の計画が大規模であり長期にわたるものの一部についての許可の申請である ２(８)

場合には、全体計画との関連が明らかであるかを確認します。

４ 一時利用後の措置 運用基準第４

開発行為により森林を他の土地利用に一時的に供する場合には、利用後における原 ２(９)

状回復等の事後措置が適切に行われることが明らかであるかを確認します。「原状回復等

の事後措置」とは、開発行為が行われる以前の原状に回復することに固執することではな

く、造林の実施等を含めて従前の効用を回復するための措置をいいます。

５ 周辺の森林施業への配慮 運用基準第４

開発行為が周辺の地域の森林施業に著しい支障を及ぼすおそれがないように適切な ２(1０)

配慮がなされていることが明らかであるかを確認します。例えば、開発行為により道路が分

断される場合には、代替道路の設置計画が明らかであり、開発行為の対象箇所の奥地に

おける森林施業に支障を及ぼすことのないように配置されていること等が該当します。
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６ 周辺住民の生活・産業活動への配慮 運用基準第４

開発行為に係る事業の目的に即して土地利用が行われることによって周辺の地域におけ ２(1１)

る住民の生活及び産業活動に相当の悪影響を及ぼすことのないように適切な配慮がなされ

ていることが明らかであるかを確認します。例えば、地域住民の生活への影響の関連でみて

開発行為に係る事業の実施に伴い地域住民の生活環境の保全を図る必要がある場合に

は、申請者が関係地方公共団体等と環境の保全に関する協定を締結していること等が該当

します。

第２－１ 災害の防止関係

「当該開発行為をする森林の現に有する土地に関する災害の防止の機能からみて、当 法第１０条の２

該開発行為により当該森林の周辺の地域において土砂の流出又は崩壊その他の災害を 第２項第１号

発生させるおそれがあること」に該当しないことと認められるかを審査します。

１ 土砂の移動量 運用基準第４

開発行為が原則として現地形に沿って行われること及び開発行為による土砂の移動量 ３(１)

が必要最小限度であることが明らかであること。

具体的には、スキー場の滑走コースの造成は、その利用形態からみて土砂の移動が周

辺に及ぼす影響が比較的大きいと認められるため、その造成に係る切土量は１ヘクタール

当たりおおむね１,０００立方メートル以下とすること。なお、滑走コースは傾斜地を利用する

ものであることから、切土を行う区域はスキーヤーの安全性の確保等やむを得ない場合に

限るものとし、土砂の移動量を極力縮減してください。また、ゴルフ場の造成に係る切土量

・盛土量はそれぞれ１８ホール当たりおおむね２００万立方メートル以下としています。

２ 切土、盛土又は捨土 運用基準第４

切土、盛土又は捨土を行う場合には、その工法が法面の安定を確保するものであること ３(2)

及び捨土が適切な箇所で行われること並びに切土、盛土又は捨土を行った後に法面を生

ずるときはその法面の勾配が地質、土質、法面の高さからみて崩壊のおそれのないもので

あり、かつ、必要に応じ小段又は排水施設の設置その他の措置が適切に講ぜられること

が明らかであること。

３ 法面崩壊防止の措置 運用基準第４

切土、盛土又は捨土を行った後の法面の勾配が２によることが困難であるか若しくは適 ３(３)

当でない場合又は周辺の土地利用の実態からみて必要がある場合には、擁壁の設置そ

の他の法面崩壊防止の措置が適切に講ぜられることが明らかであること。

４ 法面保護の措置 運用基準第４

切土、盛土又は捨土を行った後の法面が雨水、渓流等により浸食されるおそれがある ３(４)

場合には、法面保護の措置が講ぜられることが明らかであること。
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５ 土砂流出防止の措置 運用基準第４

開発行為に伴い相当量の土砂が流出する等の下流地域に災害が発生するおそれがあ ３(５)

る区域が事業区域に含まれる場合には、開発行為に先行して十分な容量及び構造を有

するえん堤等の設置、森林の残置等の措置がを適切に講ぜられることが明らかであるこ

と。

６ 排水施設 運用基準第４

雨水等を適切に排水しなければ災害が発生するおそれがある場合には、十分な能力 ３(６)

及び構造を有する排水施設が設けられることが明らかであること。

７ 洪水調節池等の設置等 運用基準第４

下流の流下能力を超える水量が排水されることにより災害が発生するおそれがある場 ３(７)

合には、洪水調節池等の設置その他の措置が適切に講ぜられることが明らかであること。

８ 静砂垣等の設置等 運用基準第４

飛砂、落石、なだれ等の災害を発生するおそれがある場合には、静砂垣、落石又はな ３(８)

だれ防止柵の設置その他の措置が適切に講ぜられることが明らかであること。

９ 仮設防災施設の設置等 運用基準第４

開発行為の施行に当たって、災害の防止のために必要なえん堤、排水施設、洪水調 ３(９)

節池等について仮設の防災施設を設置する場合は、全体の施行工程において具体的な

箇所及び施行時期を明らかにするとともに、仮設の防災施設の設計は本設のものに準じ

て行うこと。

1０ 防災施設の維持管理 運用基準第４

開発行為の完了後においても整備した排水施設や洪水調節池等が十分に機能を発揮 ３(１０)

できるよう土砂の撤去や豪雨時の巡視等の完了後の維持管理方法について明らかである

こと。

１１ 技術的細則 運用基準第４

技術的細則は、P.１６を参照してください。 ３(１１)

第２－２ 水害の防止関係

「当該開発行為をする森林の現に有する水害の防止の機能からみて、当該開発行為に 法第１０条の２

より当該機能に依存する地域における水害を発生させるおそれがあること」に該当しないこ 第２項第１号

とと認められるかを審査します。 の２

具体的には、開発行為をする森林の現に有する水害の防止の機能に依存する地域にお 運用基準第４

いて、当該開発行為に伴い増加するピーク流量を安全に流下させることができないことによ ４
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り、水害が発生するおそれがある場合には、洪水調節池の設置その他の措置が適切に講ぜ

られることが明らかであるかを確認します。

１ ピーク流量が増加するか否かの判断 運用基準第４

当該開発行為に伴いピーク流量が増加するか否かの判断は、当該下流のうち当該開 ４(１)

発行為に伴うピーク流量の増加率が原則として１パーセント以上の範囲内とし、｢ピーク流

量を安全に流下させることのできない地点」とは、当該開発行為をする森林の下流の流下

能力からして別に定める雨量強度におけるピーク流量を流下させることのできない地点の

うち、原則として当該開発行為による影響を最も強く受ける地点とする。

なお、当該地点の選定に当たっては当該地点の河川等の管理者の同意を得ているも

のでなければなりません。

２ 技術的細則 運用基準第４

技術的細則は、P.１６を参照してください。 ４(２)

※ 水害の防止に関する設計上の留意事項についてはP.３９を参照してください。

第２－３ 水源のかん養関係

「当該行為をする森林の現に有する水源かん養の機能からみて、当該開発行為により当 法第１０条の２

該機能に依存する地域における水の確保に著しい支障を及ぼすおそれがあること」に該当 第２項第２号

しないことと認められるかを審査します。

１ 貯水池等の設置等 運用基準第４

他に適地がない等によりやむを得ず飲用水、かんがい用水等の水源として依存してい ５(１)

る森林を開発行為の対象とする場合で、周辺における水利用の実態等からみて必要な水

量を確保するため必要があるときには、貯水池又は導水路の設置その他の措置が適切に

講ぜられることが明らかであること。

導水路の設置その他の措置が講ぜられる場合には、取水する水源に係る河川管理者

等の同意を得ている等水源地域における水利用に支障を及ぼすおそれのないものである

こと。

２ 沈砂池の設置等 運用基準第４

周辺における水利用の実態等からみて土砂の流出による水質の悪化を防止する必要 ５(２)

がある場合には、沈砂池の設置、森林の残置その他の措置が適切に講ぜられることが明

らかであること。
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第２－４ 環境の保全関係

「当該開発行為をする森林の現に有する環境の保全の機能からみて、当該開発行為に 法第１０条の２

より当該森林の周辺の地域における環境を著しく悪化させるおそれがあること」に該当しな 第２項第３号

いことと認められるかを審査します。

１ 森林又は緑地の残置又は造成 運用基準第４

開発行為をしようとする森林の区域（開発行為に係る土地の区域及び当該土地に介在 ６(１)

し又は隣接して残置することとなる森林又は緑地で開発行為に係る事業に密接に関連す

る区域をいう。以下同じ。）に開発行為に係る事業の目的、態様、周辺における土地利用

の実態等に応じ相当面積の残置し、若しくは造成する森林又は緑地（以下「残置森林等」

という。）の配置が適切に行われることが明らかであるかを確認します。

これは、森林の有する公益的機能には、施設の配置によって代替補完されないものも

あるため、森林を開発転用する場合には長年かかって形成された土壌を含め現況森林を

できるだけ保全し、それらの機能の確保を図るという趣旨です。

(1) 相当面積の残置森林等の配置について 運用基準第４

森林又は緑地を現況のまま保全することを原則とし、やむを得ず一時的に土地の形質 ６(１)(ア)

を変更する必要がある場合には、可及的速やかに伐採前の植生回復を図ることを原則

として森林又は緑地が造成される必要があります。

森林の配置については、森林を残置することを原則とし、極力基準を上回る林帯幅で

適正に配置するとともに、森林の造成は、土地の形質を変更することがやむを得ないと

認められる箇所に限って適用する等その運用は厳正に行っています。

この場合において、残置森林等の面積の事業区域（開発行為をしようとする森林又は

緑地その他の区域をいう。以下同じ。）内の森林面積に対する割合は、表１の「事業区

域内において残置し又は造成する森林又は緑地の割合」によるものとします。

また、残置森林等は、表１の「森林の配置等」により開発行為の規模及び地形に応じ

て、事業区域内の周辺部及び施設等の間に適切に配置されていることが必要です。

なお、表１に掲げる開発行為の目的以外の開発行為については、その目的、態様、

社会的経済的必要性、対象となる土地の自然条件等に応じ、表１に準じて適切に配置

されていることが必要です。

運用基準

別記１

運用基準

表１ 別記２

事業区域内において
開発行為の目的 残置し又は造成する 森 林 の 配 置 等

森林又は緑地の割合

別 別荘地 残置森林率はおお １ 原則として周辺部に幅おおむね３０メートル
荘 むね６０パーセント 以上の残置森林又は造成森林を配置する。
地 以上とする。 ２ １区画の面積はおおむね１，０００平方メート
の造 ル以上とし、建物敷等の面積はその面積のお
成 おむね３０パーセント以下とする。
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事業区域内において
開発行為の目的 残置し又は造成する 森 林 の 配 置 等

森林又は緑地の割合

スキー場 残置森林率はおお １ 原則として周辺部に幅おおむね３０メートル
むね６０パーセント 以上の残置森林又は造成森林を配置する。
以上とする。 ２ 滑走コースの幅はおおむね５０メートル以下

ス とし、複数の滑走コースを並列して設置する
キ 場合は、その間の中央部に幅おおむね１００

メート ル以上の残置森林を配置する。ー
場 ３ 滑走コースの上、下部に設けるゲレンデ等
の は１箇所当たりおおむね５ヘクタール以下とす
造 る。
成 また、ゲレンデ等と駐車場との間には幅お

おむね３０メートル以上の残置森林又は造成
森林を配置する。

ゴ ゴルフ場 森林率はおおむね １ 原則として周辺部に幅おおむね３０メートル
ル （９ホール以上） ５０パーセント以上と 以上の残置森林又は造成森林（残置森林は
フ する。 原則としておおむね２０メートル以上）を配置
場 （残置森林率は、お する。
の おむね４０パーセン ２ ホール間に幅おおむね３０メートル以上の残
造 ト以上） 置森林又は造成森林（残置森林はおおむね
成 ２０メートル以上）を配置する。

宿 ホテル、旅館、ペンショ 森林率はおおむね １ 原則として周辺部に幅おおむね３０メートル
泊 ン、リゾートマンション、 ５０パーセント以上と 以上の残置森林又は造成森林を配置する。
施 レ コンドミニアム等 する。 ２ 建物敷の面積は事業区域の面積のおおむ
設 ジ 総合運動公園、遊園地、 （残置森林率は、お ね４０パーセント以下とし、事業区域内に複数
・ ャ 動・植物園、 おむね４０パーセン の宿泊施設を設置する場合は極力分散させ
ー サファリパーク、 ト以上） るものとする。
施 サーキット場、 ３ レジャー施設の開発行為に係る１箇所当た
設 スポーツセンター、 りの面積はおおむね５ヘクタール以下とし、事
の 墓地公園 （混在しているも 業区域内にこれを複数設置する場合は、その
設 の）、ゴルフ練習場等 間に幅おおむね３０メートル以上の残置森林
置 又は造成森林を配置する。

製造工場、加工工場、 森林率はおおむね １ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積
工 流通センター、 ２５パーセント以上と が２０ヘクタール以上の場合は原則として周
場 ショッピングセンター、 する。 辺部に幅おおむね３０メートル以上の残置森
・ トラックターミナル等、 林又は造成森林を配置する。これ以外の場合
事 病院､福祉施設､研修所､ にあっても極力周辺部に森林を配置する。
業 駐車場､自動車教習所､ ２ 開発行為に係る１箇所当たりの面積は、お
場 資材置き場､墓地､ おむね２０ヘクタール以下とし、事業区域内に
の 博物館､神社等 これを複数造成する場合は、その間に幅おお
設 産業廃棄物処理施設、 むね３０メートル以上の残置森林又は造成森
置 養鶏・養豚場、 林を配置する。

学校用地

住宅団地等 森林率はおおむね １ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積
２０パーセント以上と が２０ヘクタール以上の場合は原則として周

住 する。 辺部に幅おおむね３０メートル以上の残置森
宅 （緑地を含む） 林又は造成森林・緑地を配置する。これ以外
団 の場合にあっても極力周辺部に森林・緑地を
地 配置する。
の ２ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおお
造 むね２０ヘクタール以下とし、事業区域内にこ
成 れを複数造成する場合は、その間に幅おお

むね３０メートル以上の残置森林又は造成森
林・緑地を配置する。
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事業区域内において
開発行為の目的 残置し又は造成する 森 林 の 配 置 等

森林又は緑地の割合

土 砂利、土、岩石､ １ 原則として周辺部に幅おおむね３０メートル
石 鉱物採取、 以上の残置森林又は造成森林を配置する。
等 残土処理施設、 ２ 採掘跡地は必要に応じ埋め戻しを行い、緑
の 造林用ブル地拵え等 化及び植栽する。また法面は可能な限り緑化
採 し小段平坦部には必要に応じ客土等を行い
掘 植栽する。

森林率はおおむね １ 原則として周辺部に残置森林を配置するこ
２５パーセント以上と ととし、事業区域内の開発行為に係る森林の

太 する。 面積が２０ヘクタール以上の場合は原則として
陽 （残置森林率は、お 周辺部におおむね幅３０メートル以上の残置
光 おむね１５パーセン 森林又は造成森林（おおむね３０メートル以上
発 ト以上） の幅のうち一部又は全部は残置森林）を配置
電 する。これ以外の場合にあっても極力周辺部
設 に森林を配置する。また、りょう線の一体性を
備 維持するため、尾根部については、原則として
の 残置森林を配置する。
設 ２ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおお
置 むね２０ヘクタール以下とし、事業区域内にこ

れを複数造成する場合は、その間に幅おおむ
ね３０メートル以上の残置森林又は造成森林
を配置する。

注１ 「残置森林率」とは、残置森林（P.１３「参考 用語の説明」４参照）のうち若齢林（１５年 運用基準

生以下の森林）を除いた面積の事業区域内の森林の面積に対する割合をいいます。こ 別記１ 注１

れは森林を残置することの趣旨からして森林機能が十全に発揮されるに至らないものを

同等に取り扱うことが適切でないことによるものです。

注２ 「森林率」とは、事業区域内の森林の面積に対する残置森林（若齢林を含む。）及び 運用基準

造成森林（P.１３「参考 用語の説明」５参照）の面積の割合をいいます。この場合、森林 別記１ 注２

以外の土地に造林する場合も算定の対象として差し支えありませんが、土壌条件、植栽

方法、本数等からして林叢状態を呈しないと見込まれるものは対象としません。
そ う

注３ 「残置し又は造成する森林又は緑地の割合」は、森林の有する公益的機能が森林と 運用基準

して利用されてきたことにより確保されてきたことを考慮の上、法第１０条の２第２項第３号 別記１ 注３

に関する基準の一つとして決められたものであり、その割合を示す数値は標準的なもの

で、「おおむね」は、その２割の許容範囲を示しており、適用は個別具体的事案に即して

判断されることとなりますが、工場又は事業場にあっては２０パーセントを下回らないもの

でなければならないという趣旨です。

注４ 開発行為の目的等について 運用基準

ａ 「別荘地」とは、保養等非日常的な用途に供する家屋等を集団的に設置しようとす 別記１ 注４

る土地を指します。

ｂ 「ゴルフ場」とは、地方税法等によるゴルフ場の定義以外の施設であっても、利用形

態等が通常のゴルフ場と認められる場合は、これを含め取り扱います。

ｃ 「宿泊施設」とは、ホテル、旅館、民宿、ペンション、保養所等専ら宿泊の用に供す

る施設及びその付帯施設を指します。なお、リゾートマンション、コンドミニアム等所有

者等が複数となる建築物等もこれに含めます。
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ｄ 「レジャー施設」とは、総合運動公園、遊園地、動・植物園、サファリパーク、レジャ

ーランド等の体験娯楽施設その他の観光、保養等の用に供する施設を指します。

ｅ 「工場、事業場」とは、製造、加工処理、流通等産業活動に係る施設を指します。

f 表１に掲げる以外の開発行為の目的のうち、学校教育施設、病院、廃棄物処理施

設等は工場・事業場の基準を、ゴルフ練習場はゴルフ場と一体のものを除き宿泊施設

・レジャー施設の基準をそれぞれ適用するものとする。また、企業等の福利厚生施設

については、その施設の用途に係る開発行為の目的の基準を適用します。

g １事業区域内に異なる開発行為の目的に区分される複数の施設が設置される場合

には、それぞれの施設ごとに区域区分を行い、それぞれの開発行為の目的別の基準

を適用します。

この場合、残置森林又は造成森林（住宅団地の造成の場合は緑地も含む。以下同

じ。）は区分された区域ごとにそれぞれ配置することが望ましいのですが、施設の配置

計画等から見てやむを得ないものと認められる場合には、施設の区域界におおむね

３０メートルの残置森林又は造成森林を配置してください。

注５ 工場・事業場及びレジャー施設の設置については、１箇所当たりの面積がそれぞれ 運用基準

おおむね２０ヘクタール以下、おおむね５ヘクタール以下とされていますが、施設の性 別記１ 注５

格上施設の機能を確保することが著しく困難と認めらる場合には、その必要の限度にお

いてそれぞれ２０ヘクタール、５ヘクタールを超えて設置することもやむを得ないものとし

ています。

注６ 工場、事業場設置及び住宅団地の造成に係る「１箇所当たりの面積」とは、当該施設 運用基準

又はその集団を設置するための開発行為に係る土地の区域面積を指します。 別記１ 注６

注７ 住宅団地造成に係る「緑地」については、土壌条件、植栽方法、本数等からして林叢 運用基準
そ う

状態呈していないと見込まれる土地についても対象とすることができ、当面、次に掲げる 別記１ 注７

ものを含めることとして扱っています。

(ｱ) 公園・緑地・広場

(ｲ) 隣棟間緑地、コモン・ガーデン

(ｳ) 緑地帯、緑道

(ｴ) 法面緑地

(ｵ) その他上記に類するもの

注８ 「ゲレンデ等」とは滑走コースの上、下部のスキーヤーの滞留場所であり、リフト乗降 運用基準

場、レストハウス等の施設用地を含む区域をいいます。 別記１ 注８

注９ 開発目的が「工場、事業場の設置」及び「住宅団地の造成」、｢太陽光発電設備の設 運用基準

置｣で、事業区域の開発行為に係る森林の面積が２０ヘクタール未満の場合には「極力 別記１ 注９

周辺部に森林・緑地を配置する」とありますが、福島県では表２の森林幅以上で計画す 別記２ 第３

ることを認めています。

注10 太陽光発電設備の設置においては、林地開発許可後に採光を確保すること等を目的 運用基準

として残置森林又は造成森林を過度に伐採することがないよう、あらかじめ、樹高や造 別記２ 第３

成後の樹木の成長を考慮した残置森林又は造成森林及び太陽光パネルの配置計画と

してください。
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表２

事業区域の開発行為に係る面積 周辺部森林幅

１５ヘクタール以上から２０ヘクタール未満 おおむね２５メートル以上

１０ヘクタール以上から１５ヘクタール未満 おおむね２０メートル以上

５ヘクタール以上から１０ヘクタール未満 おおむね１５メートル以上

１ヘクタール超から ５ヘクタール未満 おおむね１０メートル以上

０.５ヘクタール超から１ヘクタール以下 おおむね ５メートル以上

(2) 造成する森林について 運用基準第４

必要に応じ植物の成育に適するよう表土の復元、客土等の措置を講じ、森林機能が ６(１)（イ）

早期に回復、発揮されるよう、地域の自然的条件に適する原則として樹高１メートル以上

の高木性樹木を、表３を標準として均等に分布するよう植栽してください。なお、住宅団

地、宿泊施設等の間、ゴルフ場のホール間等で修景効果を併せ期待する森林を造成す

る場合には、できるだけ大きな樹木を植栽するよう努めるものとし、樹種の特性、土壌条

件等を勘案し、植栽する樹木の規格に応じ５００本／ヘクタール～１,０００本／ヘクター

ルの範囲で植栽本数を定めることとして差し支えありません。

表３

樹 高 植栽本数（１ヘクタール当たり）

１メートル以上 ２，０００本

２メートル以上 １，５００本

３メートル以上 １，０００本

(3) 「表１に準じて適切に措置されていること。」の運用 運用基準第４

道路の新設若しくは改築又は畑地等の造成の場合であって、その土地利用の実態か ６(１)(ウ)

らみて森林を残置し又は造成することが困難又は不適当であると認められるときは、森

林の残置又は造成が行われないことを認めています。

２ 騒音、粉じん等の著しい影響の緩和、風害等からの保全等 運用基準第４

騒音、粉じん等の著しい影響の緩和、風害等から周辺の植生の保全等の必要がある場 ６(２)

合には、開発行為をしようとする森林の区域内の適切な箇所に必要な森林の残置又は必

要に応じた造成が行われることが明らかであるか確認します。

「周辺の植生の保全等」には、貴重な動植物の保護を含みます。また、「必要に応じた

造成」とは、必要に応じて複層林を造成する等安定した群落を造成することを含みます。

３ 景観の維持 運用基準第４

景観の維持に著しい支障を及ぼすことのないように適切な配慮がなされており、特に市 ６(３)

街地、主要道路等から景観を維持する必要がある場合には、開発行為により生ずる法面

を極力縮小するとともに、可能な限り法面の緑化を図り、また開発行為に係る事業により設

置される施設の周辺に森林を残置し若しくは造成し又は木竹を植栽する等の適切な措置

が講ぜられることが明らかであるか確認します。
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特に、土砂の採取、道路の開設等の開発行為について景観の維持上問題を生じてい

る事例が見受けられるので、開発行為の対象地（土捨場を含む）の選定、法面の縮小又は

緑化、森林の残置又は造成、木竹の植栽等の措置につき慎重に審査します。

なお、景観形成に関する市町村の条例又は福島県景観条例（平成１０年福島県条例第

１３号、窓口：各地方振興局）を遵守する必要があります。

４ 残置森林の維持管理 運用基準第４

残置森林等が善良に維持管理されることが明らかであるかを確認します。 ６(４)

残置森林等については、申請者が権原を有していることを原則とし、地方公共団体との

間で残置森林等の維持管理につき協定が締結されていることが望ましいですが、この場

合において、開発行為をしようとする森林の区域内に残置し又は造成した森林について

は、原則として、将来にわたり保全に努めるものとします。

また、事業区域内に残置し、又は造成した森林については、地域森林計画の対象森林

とすることを原則とし、市町村等との維持管理協定等の締結、除間伐等の保育、疎林地へ

の植栽等適切な施業を行うものとします。

さらに、残置森林率等の基準は、施設の増設、改良を行う場合にも適用されるものであ

り、施設の増設等に係る開発許可の申請があった場合は、残置森林等の面積等が基準を

下回らないと認められるものに限って許可を行います。

なお、別荘地の造成等開発行為の完了後に売却・分譲等が予定される開発における

残置森林等については、分譲後もその機能が維持されるよう適切に管理すべきことを売買

契約に当たって明記するなど対応してください。
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参考 用語の説明

１ 開発行為をしようとする区域（事業区域）

事業者が一体として事業を行おうとする区域で、森林、農地、宅地、農道及び水路等の全ての土

地を含んだ区域をいい、現に土地の形質の変更等（すなわち開発行為）を行う土地のみならず、土

地の形質の変更はしないが、変更する土地と一団をなし利用される土地を含む区域をいう。

２ 開発行為をしようとする森林の区域

開発行為に係る森林と残置する森林を合わせた森林のことをいう（すなわち事業区域に含まれる

森林のこと。

３ 開発行為に係る森林の区域

土地の形質の変更等（即ち開発行為）を行う森林のことをいう。

４ 残置森林

森林の現況のまま保全する森林をいう。

ただし、森林機能が十分発揮されるまでに至らない若齢林（１５年生以下の森林とする。）につい

ては、残置森林率の算定対象としない。

開発行為をしようとする森林区域内の林齢１６年生以上の残置森林面積
残置森林率 ＝ × １００

開発行為をしようとする森林区域の面積

５ 造成森林

土地の形質の変更を行った後に植栽により造成する森林をいう。

ただし、硬岩切土面等で確実な成林が見込まれない部分については、森林率の算定対象としな

い。

残置森林面積＋開発行為をしようとする事業区域内の造成森林面積
森林率 ＝ × １００

開発行為をしようとする森林区域の面積
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第３ 太陽光発電設備の設置を目的とする開発行為 運用基準第４

太陽光発電設備の設置を目的とする開発行為については、第１及び第２のほか、 ７

以下について確認します。 別記２

１ 事業終了後の措置について

林地開発許可において、太陽光発電事業終了後の土地利用の計画が立てられてお

り、太陽光発電事業終了後に開発区域について原状回復等の事後措置を行うこととして

いる場合は、植栽等、設備撤去後に必要な措置を講ずること、また、土地所有者との間で

締結する当該土地使用に関する契約に、太陽光発電事業終了後の原状回復等に関する

記載があることについて確認します。

これは、太陽光発電施設に係る開発区域が太陽光発電事業終了後に原状回復等した

ときに、当該区域の地域森林計画対象森林への再編入を検討することをあらかじめ考慮し

ているためです。

２ 災害を発生させるおそれに関する事項

(1) 自然斜面への設置について

開発行為が原則として現地形に沿って行われること及び開発行為による土砂の移動

量が必要最小限度であることが明らかであることを原則とした上で、太陽光発電設備を

自然斜面に設置する区域の平均傾斜度が30度以上である場合には、土砂の流出又は

崩壊その他の災害防止の観点から、可能な限り森林土壌を残した上で、擁壁又は排水

施設等の防災施設が確実に設置されていることを確認します。ただし、太陽光発電設備

を設置する自然斜面の森林土壌に、崩壊の危険性の高い不安定な層がある場合は、そ

の層を排除した上で、擁壁、排水施設等の防災施設が確実に設置されていることを確

認します。

なお、自然斜面の平均傾斜度が30度未満である場合でも、土砂の流出又は崩壊その

他の災害防止の観点から、必要に応じて、排水施設等の適切な防災施設の設置が必

要です。

(2) 排水施設の断面及び構造等について

太陽光パネルの表面が平滑で一定の斜度があり、雨水が集まりやすいなどの太陽光

発電施設の特性を踏まえ、太陽光パネルから直接地表に落下する雨水等の影響を考

慮する必要があることから、雨水等の排水施設の断面及び構造等については、次の内

容について確認します。

ア 排水施設の断面について

地表が太陽光パネル等の不浸透性の材料で覆われる箇所については、「土砂流出

防止対策基準」Ⅳ－２－(２)－アの表（流出係数）によらず、次の表を参考にして定め

られていること。 浸透能は、地形、地質、土壌等の条件によって決定されるものである

が、おおむね、山岳地は浸透能小、丘陵地は浸透能中、平地は浸透能大として差し

支えない。
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地表状態＼ 区分 浸透能小 浸透能中 浸透能大

太陽光パネル等 1.0 0.9～1.0 0.9

イ 排水施設の構造等について

排水施設の構造等については、「土砂流出防止対策基準」Ⅳ－３の規定に基づく

ほか、表面流を安全に下流へ流下させるための排水施設の設置等の対策が適切に

講ぜられていることを確認します。また、表面侵食に対しては、地表を流下する表面流

を分散させるために必要な柵工、筋工等の措置が適切に講ぜられていること及び地

表を保護するために必要な伏工等による植生の導入や物理的な被覆の措置が適切

に講ぜられていることを確認します。

３ その他の配慮事項

(1) 住民説明会の実施等について

太陽光発電施設の設置を目的とした開発行為については、防災や景観の観点から、

地域住民が懸念する事案があることから、申請者は、林地開発許可の申請の前に住民

説明会の実施等地域住民の理解を得るための取組の実施について確認します。

特に、採光を確保する目的で事業区域に隣接する森林の伐採を要求する申請者と地

域住民との間でトラブルが発生する事案があることから、申請者は、採光の問題も含め、

長期間にわたる太陽光発電事業期間中に発生する可能性のある問題への対応につい

て、住民説明会等を通じて地域住民と十分に対話していることを確認します。

(2) 景観への配慮について

太陽光発電施設の設置を目的とした開発行為をしようとする森林の区域が、市街地、

主要道路等からの良好な景観の維持に相当の悪影響を及ぼす位置にあり、かつ、設置

される施設の周辺に森林を残置し又は造成する措置を適切に講じたとしてもなお更に

景観の維持のため十分な配慮が求められる場合にあっては、申請者が太陽光パネルや

フレーム等について地域の景観になじむ色彩等にするなどの配慮がなされていることを

確認します。
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６ 技術的細則

福島県においては、森林法に基づく技術基準の他、都市計画法と共通の防災基準を定めており、これらの

技術基準を満たすことが必要となります。

また、開発行為を実行するに当たって、他に取得しなけらばならない許認可がある場合で、開発の主たる目

的の法令等により明確な基準がある場合には、その基準を尊重しますが、この場合にあっては、原則として、

より安全側に立ち、その基準を管轄する部局の指導を受けて設計してください。

なお、森林法第１０条の２第２項第一の二号の規定に基づき、防災調節池・調整池を設置する場合は、その

設計雨量が確実に流入するよう対策を講じてください。

土砂流出防止対策基準（抜粋）

Ⅱ 土工

１ 盛土材料

盛土材料としては、せん断強度が大きく、圧縮性の小さい土を使用し、ベントナイト、温泉余

土、酸性白土や有機質を含んだ土は使用してはならない。

２ 盛土高

盛土の高さは、原則として最高１５ｍまでとし、直高５ｍ毎に幅１ｍ以上の小段を設置するも

のとする。

３ 盛土勾配

(1) 盛土法面の勾配は３５度（１.５割）より緩い勾配で仕上げなければならない。

(2) 最小安全率

盛土のり面の安定に必要な最小安全率（Ｆｓ）は、完了検査終了時において、Ｆｓ≧１.５

を標準とする。

ただし、入念な調査に基づいて確実性の高い安定計算を行い、かつ、土地利用計画上も支障

ないものと判断される場合には、盛土のり面の安定に必要な最小安全率を、完了検査終了時に

おいて、Ｆｓ≧１.２とすることができる。

(3) 次のような場合は、擁壁の設置を必要とする。

ア 盛土の法面の勾配が上記(1)によることが困難であるか若しくは適当でない場合。

イ 人家、学校、道路等に近接しかつ法面の勾配が３０度（１.７割）より急で高さが１ｍを

超える場合。

ただし、土質試験等に基づき地盤の安定計算をした結果法面の安定を保つために擁壁等の

設置が必要でないと認められる場合は、この限りではない。

４ 盛土法面処理

(1) 法面は植生による保護を原則とし、裸地で

残してはならない。

(2) 法面の長さが合計２０ｍ以上となる場合は、

少なくとも法長の１／３以上は、擁壁工、法

わく工等の永久工作物とし２０ｍ以下につい

ても植生による保護だけでは、法面の浸蝕を

防止できない場合は、これに準じて取扱うも

のとする。

(3) 法面の末端が流れに接触する場合には盛土

の高さにかかわらずその渓流の計画高水位に

余裕高を加えた高さまでは、永久工作物で法

面を処理しなければならない。



- 17 -

５ 盛土の禁止地域

地下水位が高く浸透水及び湧水の多い区域、軟弱な基礎地盤区域には盛土は原則として認めな

い。

６ 渓流に対する盛土

(1) 渓流に対し、残流域の生ずる埋立ては、極力避けるものとする。

ただし、流域面積０.１平方キロメートル以下で下流に対して土砂流出による被害の発生す

るおそれのないものはこの限りではない。

(2) 上記ただし書きの埋立てを行う場合には、埋める以前の渓流にそった縦断図に基づいて最も

危険と推定されるスベリ面について安定計算を行い、安全率Ｆｓ≧１.２とするために法尻に

土留め擁壁工を施工する等の処理を行わなければならない。

７ 盛土と地山の接続

(1) 盛土の周囲の地山と盛土の間に

は、雨水等が貯留されるような可能

性のある窪地を残してはならない。

(2) 現地盤の横断方向の地表勾配が急

峻な場合には表土を除去した後に段

切を施工し、その上に盛土を行わな

ければならない。

(3) 排水路等が地山から盛土部分に移

行する場合には地山側にすりつけ区

間をもうけて水路等の支持力の不連

続を避けなければならない。

(4) 地下水位の高い地山を切土する場

合、それに接して作る盛土部へ水が

流入するのを防止するため接触部の

地山側に排水溝等を設け盛土部分外に排水するよう計画すること。

８ 盛土の施工

一層の仕上がり厚は、30センチメートル以下とし、その層ごとに締め固めが行われるとともに、

必要に応じて雨水その他の地表水又は地下水を排除するための排水施設の設置等の措置を講じる

ものとする。

９ 切土

造成地及び附帯道路における切土は、地形、地質その他の自然状況を考慮のうえ、斜面の崩壊

に対し安全であるようにしなければならない。

(1) 切土勾配

切土した後の法面の勾配は次表の定めるところによるものとする。

切土のり面の勾配（擁壁を設置しない場合）

のり高 ① Ｈ≦５ｍ ② Ｈ＞５ｍ

のり面の土質 (がけの上端からの垂直距離) (がけの上端からの垂直距離)

軟岩
８０度（約１：０.２）以下 ６０度（約１：０.６）以下

（風化の著しいものは除く）

風化の著しい岩 ５０度（約１：０.９）以下 ４０度（約１：１.２）以下

砂利、マサ土、関東ローム、硬質粘土、
４５度（約１：１.０）以下 ３５度（約１：１.５）以下

その他これらに類するもの

上記以外の土質(岩屑、腐植土(黒土)、
３０度（約１：１.８）以下 ３０度（約１：１.８）以下

埋土、その他これらに類するもの)

なお、次のような場合には、切土のり面の安定性の検討を十分に行った上で、勾配を決定す

る必要がある。
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1) のり高が特に大きい場合。（のり高１５ｍを超えるもの）

2) のり面が、割れ目の多い岩、流れ盤、風化の速い岩、侵食に弱い土質、崩積土等である場

合。

3) のり面に湧水等が多い場合。

4) のり面及びがけの上端面に雨水が浸透しやすい場合。

(2) 切土法面等保護

ア 切土をした後の法面は、原則として張芝等でおおうものとし、必要に応じて法枠工、張り

工、吹きつけ工等でおおい法面上を直接地表水が流れないようにすること。

イ 土砂の切土高が５.０メートルを超える場合には、原則として高さ５.０メートル毎に幅

０.５メートル以上の小段を設けることとし小段には、必要に応じて土留め又は排水工を設

けるものとする。

ウ 切土をした後の地盤にすべりやすい土質の層があるとき又は、湧水等があるときは、すべ

り防止又は湧水の排除等の措置を講じなければならない。

エ 埋め戻し（盛土を含む。以下同じ）をするときは、埋め戻しをした後の地盤が、雨水その

他の地表水の浸透によるゆるみ、沈下又は崩壊が生じないように必要な措置を講じなければ

ならない。

オ 切土法面の勾配が次のような場合は、擁壁の設置を必要とする。

(ｱ) 前記(1)の勾配によることが困難であるか、若しくは適当でない場合。

(ｲ) 人家、学校、道路等に近接しかつ法面の勾配が３０度（１.７割）より急で高さが

２.０メートルを超える場合。

ただし、土質試験等に基づき地盤の安定計算をした結果擁壁等の設置が必要ないと認め

られる場合又は次のような場合は、この限りでない。

Ａ 土質が次表左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面の勾配が同表中欄

の角度以下のもの。

Ｂ 土質が次表左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面の勾配が同表中欄

の角度を超え、同表右欄の角度以下のもので、その高さが５.０メートル以下のもの

（この場合において、前号に該当する法面の部分により上下に分離された法面の部分

があるときは、同号に該当する法面の部分は存在せず、その上下の法面の部分は、連

続しているものとみなす）。

土留施設を要しない 土留施設を要する
土 質

勾 配 の 上 限 勾 配 の 下 限

軟岩（風化の著しいものを除く） （０.５５）６０度 （０.２）８０度

風化の著しい岩 （１.２）４０度 （０.８）５０度

砂利、真砂土に関連した硬質粘土その他これに類するもの （１.５）３５度 （１.０）４５度

参考図解

擁壁を要する勾配の下限

擁壁を要しない勾配の上限 Ｄ Ｇ Ｅ

がけの上段の線
Ｂ号に該当するがけの部分

Ｉ

Ⅱ ５メートル Ａ号に該当するがけの部分 Ｂ Ｃ 30゜

Ｉ
５メートル

がけの高さ
Ｈ Ｆ 水平面

地盤面 30 (゚がけでない部分) 地盤面
Ｂ号に該当するがけの部分

Ａ 30゜

がけの下段
水平面

図１ 擁壁を要しないがけ又はがけの 図面２ 擁壁を要しないがけ又はがけの 図面３ 一体のがけとみなされるがけ
部分(1)（切断面） 部分(2)（切断面） （切断面）

擁 壁 を 要
し な い が
け の 部 分
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Ⅲ 地すべりに対する処理

１ 総則

地形、地質的に地すべり現象が予想される箇所には造成工事を計画してはならない。

やむを得ず地すべり現象が予想される箇所に造成工事をする場合にあっては、次の事項を十分

調査検討の上必要な防止対策工を施工すること。

２ 盛土

(1) 地すべり安定解析を行って盛土後の安全率がＦｓ≧１.２になるよう防止対策を施工する。

(2) この場合でも造成工事前の地すべり安全率の低下は５パーセント以内とし、それ以上の大土

工を計画してはならない。

３ 切土

(1) 地すべり末端での切土を計画してはならない。

(2) 地すべり頭部、中腹部での切土により背後地の安定を損なうことのないよう充分調査解析し、

切土後の安全率が１.２となるよう防止対策を施工すること。

４ 造成にともなう排水施設の設置

(1) 「Ⅳ 排水施設」の基準に従うこと。

(2) 排水施設からの漏水、再浸透があってはならない。

(3) 排水路網には、地すべり防止区域外からの表流水、地下水を合流させてはならない。

(4) 維持管理に容易な位置構造とすること。

５ 造成にともなう給水施設の設置

(1) 原則として地中埋設はさけるものとする。

(2) やむを得ず地中埋設とするときは地すべり変動による給水管の損傷がないような構造とし、

損傷があった場合でも直ちに修理が可能な位置とすること。

Ⅳ 排水施設

１ 総則

(1) 排水施設は、開発区域の規模及び形状、開発区域内の地形、予定建築物の用途並びに開発区

域周辺の降水量等から想定される雨水並びに汚水を有効に排出できるものであること。

(2) 汚水と雨水との排水は、汚水管渠により計画時間最大汚水量、計画雨水量をそれぞれ排水で

きる構造とすること。

(3) 開発区域外の排水施設等との接続

ア あらかじめ開発行為に関係がある公共施設の管理者の同意を得かつ、当該開発行為又は当

該開発行為に関する工事により設置される公共施設を管理することとなる者と協議が整って

いること。

イ 開発区域内の排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況等を考慮して区域内の雨水及び

下水を有効かつ適切に排水できるように下水道、排水路その他の排水施設又は、河川（一級

及び二級河川、河川法を準用する河川、普通河川）その他の公共の水域及び海域に接続する

こと。

ただし、放流先の排水能力に応じ開発区域内に一時雨水を貯留する必要がある場合は調整

池等の施設を設けることを妨げない。

２ 計画流量

(1) 計画汚水量の算定

計画日最大汚水量 ＝ １人１日最大汚水量×計画人口

必要に応じて地下水量等を加算すること。

１人１日最大汚水量 ＝ 上水道計画 １人１日最大給水量

計画時間最大汚水量 ＝ 計画１日時間最大汚水量の１時間当りの１.３～１.８倍とするこ

と。
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(2) 雨水、排水諸施設を計画する基準となる計画流量は次の式によって算定する。

（流出係数）

ア 流出係数は、現地の地形、地質、地表状況および造成目的等により判断するものとし、以

下の表を基準とする。

土地利用形態 流出係数 土地利用形態 流出係数

池 等 １.０ 水 田 ０.７

密 集 市 街 地 ０.９ 山 地 ０.７

一 般 市 街 地 ０.８ ゴルフ場造成部分 ０.８

畑 ・ 原 野 ０.６

注１ おおむね１割以上の異なる土地利用形態が混在する場合は面積加重平均とすること。

２ 密集市街地とは不浸透面積率が４０％以上の場合とする。

３ 加重平均する場合は小数点第３位を四捨五入とする。

（流達時間）

イ 流達時間は次式により算定する。

Ｔ ＝ Ｔ１ ＋ Ｔ２

Ｔ ……流達時間（分）

Ｔ１……流入時間（分）

Ｔ２……流下時間（分）

(ｱ) 流入時間の算定

Ａ 開発により市街地となる区域については、次の区分による値とする。

区 分 流入時間

人口密度が大きい地区 ５分

人口密度が小さい地区 １０分

平 均 ７分

Ｂ 草地、樹林地にあっては、次の式により求めて良い。

※ 遅滞係数は、次表の区分による値とし、開発後芝地となるゴルフ場等にあっては、ｎ

＝０.２～０.３、開発前の状態のまま存置する樹林地にあってはｎ＝０.６が標準とな

る。

Ｑｐ＝

Ｑｐ
ｆ
ｒ
Ａ

３６０

１

…
…
…
…

・ｆ・ｒ・Ａ

最大計画雨水流出量（立方㍍／秒）
流出係数
流達時間内の平均降雨強度（ミリメートル／時間）
流域面積（ヘクタール）

Ｔ1

Ｔ

Ｓ
ｎ

＝

l
1

(

…
…
…
…

２

３

流入時間（分）
斜面距離（ｍ）
斜面勾配
遅滞係数

×3.28・
Ｓ

lｎ )0.467
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地 覆 状 態 ｎ 地 覆 状 態 ｎ

不浸透面 ０.０２ 森林地（落葉林） ０.６０

よく締まった裸地（なめらか） ０.１０ 森林地（落葉林、深い落葉等堆積地） ０.８０

裸地（普通の粗さ） ０.２０ 森林地（針葉樹林） ０.８０

粗草地および耕地 ０.２０ 密草地 ０.８０

牧草地または普通の草地 ０.４０

(ｲ) 流下時間の算定

（降雨強度）

ウ 降雨強度は次によるものとする。

(ｱ) 流達時間内における平均降雨強度については、「福島県内降雨解析」（福島県河川計画課

ホームページ）によるものとする。ただし、これにより難い場合は、当該造成地近傍の雨

量観測所における資料、解析したものによることができる。

(ｲ) 開発区域内における排水施設の規模は、１０年確率時間雨量以上とする。ただし、放流

先の水路、河川等の流下能力又は、砂防指定地等関連調整を必要とする場合は、この限り

でない。

３ 排水路（造成地内）

(1) 平面開水路

ア 開水路設置の基準となるべき流域面積は、造成後の変更をも含めて考慮し、流域区分を明

確にしすべての流量計算はそれに基づいて行うこと。

イ 表面水は原則として開水路によって処理し、浸透水伏流水のみ、暗渠工にて処理するもの

とする。

ウ 開水路法線勾配は急激な折線をさけ、又流水のエネルギーを減殺するため合流地点及び水

路延長、おおむね１００ｍ以内毎、及び流末端に溜枡を設け、又その最終端には、フトン籠

等をおいて洗堀を防止すること。

エ 水路の構造は、水による浸食及び水の浸透を起こさない構造としなければならない。

オ 開水路を盛土上に設ける場合沈下に対する対策を十分考慮し必要に応じ、基礎の置換え、

杭打ち等の基礎処理を行うこと。

カ 残流域を有する河川（渓流）が造成地内を通過する場合は、開渠とすること。

キ また、造成地内に設置される暗渠で流量が１.５ｍ３／ｓｅｃ以上のものは開渠とすること。

ク 河川の新設及び付け替えは、開水路とすること。

　　　Ｔ２

Ｔ
Ｌ
Ｖ

２

＝

…
…
…

６０Ｖ

Ｌ

流下時間（分）
水路の延長（ｍ）
水路内の流速（ｍ
※　流速はマニン

／s
グ公
ec）
式 による。

Ｖ

ｎ

Ｒ

Ｉ

＝

…

…

…

１

ｎ

粗度係数

径深（ｍ）

動水勾配（水路勾配とする）

Ｒ

ヒューム管水路（自由水面）
三面張りコンクリート水路
石積等の二面張水路
素堀り水路

2/3・Ｉ1/2

＝
流水断面Ａ㎡

潤辺長Ｐｍ

……
……

…
…

0.013
0.020

0.030
0.025
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ケ 開水路の余裕高は、水路高さの２割以上で最低２０cmを下まわらないこと。

(2) 暗渠工

ア 渓流を埋め立てる場合には、本川、支川をとわず在来の渓床に必ず暗渠工を設けなければ

ならない。

イ 暗渠工は、樹枝状に埋設し、完全に地下水の排除ができるように計画する。

ウ 小段のある盛土の場合には、土質に応じ小段毎に暗渠工を設け、すみやかに表流水及び伏

流水を排除するものとする。

エ 幹線部分の暗渠工は有孔ヒューム管にフィルターを

巻いた構造とし、集水部分は有孔ヒューム管又は盲暗

渠等の構造とする。

オ 暗渠工における幹線部分の管径は３０ｃｍ以上と

し、支線部分の管径は１５ｃｍ以上とする。

カ 支渓がない場合又は、支渓の間隔が長い場合には、

２０ｍ以下の間隔で集水暗渠を設けるものとする。

キ 排水は表面法面、小段、暗渠等系統的に排水施設を

計画し造成部分の一部に排水系統の行きわたらない部

分が生じないようにしなければならない。

ク 雨水以外の汚水は、原則として暗渠排水とすること。

Ⅴ 沈砂池

１ 容量

(1) 既往のデーターにより造成された土地より下流に流出する土砂量が推定できる場合は、その

数値により１０年分の貯砂量をもつ沈砂池を作るものとする。

(2) 上記のデーターが無い場合は、次式によって推定し貯砂量を算定する。地表が２０ｃｍ以上

客土又は、耕耘される場合は盛土として取り扱う。

ただし、森林法に基づく「保安林、保安林予定森林、保安施設地区、保安施設地区予定地」

の区域、地すべり等防止法に基づく「地すべり防止、ぼた山崩壊防止」の区域及び急傾斜地の

崩壊による災害の防止に関する法律に基づく「急傾斜崩壊危険区域」にかかる開発行為につい

ては、別途定められている技術基準によるものとする。

２ 構造

(1) ダム形式の場合

沈砂池の構造は原則としてコンクリートダム構造とするが地形、地質、提体材等の安定性が

十分確認された場合は、フィルタイプダム構造とすることができる。ダム構造は、「河川砂防

技術基準（案）」及び「治山技術基準」に基づく程度の構造とする。

(2) 掘込形式の場合

沈砂池の構造は、原則としてコンクリート及びコンクリート張ブロックとするが、修景を配

慮した野面石積等とすることができるものとする。背後地は十分な広さを有するものとし、沈

砂池の法面勾配、漏水及び浸透水に十分注意し、地すべり等がおこらない安全な構造でなけれ

ばならないものとする。

(3) 設計堆積土砂量の比較的小さい小規模な宅地造成等においては、沈砂池にかわり、貯砂機能

　　　盛土部分について

Ｖ

切土部分について

＝ ＶＳ

Ａ
Ｘ
1 Ａ

1 ＋

2 …
…

ＶＳ

盛土及び切土部分の面積(ha)
１ha当たり１年間流出土砂量（m

ＶＳ

ＶＳ

2

Ｘの値は開発面積１０ha未満２０m

1

2

＝

＝

Ａ

Ａ

1

2（

（

3

3Ｘ
(年)

(年)
×

＋

１０ha以上６０m

Ｘ

3

7 Ｘ
5

(年)

＋

）

7 Ｘ
15

＝

(年)

3

4.4ＸＡ

／ha／year）

）＝

3
3

／ha／year
／ha／year

1.47ＸＡ

1

2

を標準とする。
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をもたせた集水桝等で処理することができるものとするが、設計堆積土砂容量を十分満足し、

かつその構造、配置は適切でなければならないものとする。

３ その他

(1) 沈砂池が異常に急速に堆積し、下流に対して溢流の危険が予想される場合には掘削、嵩上げ

等の処理を造成者側で講ずるものとする。

(2) 上記の貯砂容量は造成完成後の基準であり、工事中の流出土砂については別途に流出を防止

し計画貯砂容量にくいこまないようにしなければならない。

Ⅶ 工事中の防災

１ 防災ダム

(1) 工事中の土砂の流出を防止するため、防災ダムを設けなければならない。

(2) 防災ダムの容量は、次の基準によって算定した貯砂容量をもつものとする。

ア 急傾斜地で地質が花崗岩の風化帯等で特に流出土砂量が多い地区にあっては、１ヘクター

ル当たり４００～６００ｍ３／年

イ 上記ア以外の地区にあっては、１ヘクタール当たり２００～４００ｍ３／年

ウ 流出土砂の設計堆積期間は、工事施工期間中とするが年単位で計算する（１年未満は１年

とする）。

(3) 防災ダムはコンクリートダムを原則とし「河川砂防技術基準（案）」「治山技術基準」にもと

づく程度の構造とする。

(4) コンクリートの防災ダムは工事中に土砂の流出がない場合には、沈砂池として造成完了後利

用することができる。ただし、この場合沈砂池の項で示した容量分の貯砂部分を確保しなけれ

ばならない。

２ 沈泥池

工事中の河川汚濁を防止するため、沈泥池を設けなければならない。沈泥池は造成区域の最急

勾配が１０°以下である場合、土ダムで施工することができる。ただし、高さは３ｍ以下とし余

水吐を設け、余水吐は蛇籠等で保護するものとする。

３ 施工時期

土の掘削、まき出し等の大土工は原則として梅雨期、台風襲来期、融雪期以外の時期に実施す

るものとする。

４ 法面の保護等

法面に直接流水が流下しないようにするため、法面の上部に板、粗朶等による柵を作り、法面

を崩す恐れのない部分より、Ｕ字溝等で流下させなければならない。この場合呑口を十分大きく

取り、流水が必ず溝の中を流下するよう十分注意して施工しなければならない。

(1) Ｕ字溝を法面の直下に敷設した場合、法面からの土の崩落により溝が埋められ溢流すること

のないように法面に伏せ工等を施工しなければならない。

(2) 万一の法面の崩壊に備え、Ｕ字溝の傍が洗堀されることを防止するために歩道平板ブロック

等を溝の外側に敷きならべる等の処置をとらなければならない。

(3) 道路の舗装が完成しない場合、道路面の洗堀を防止するため格子蓋付の横断開渠等を施工し

なければならない。

(4) 地形上流土が予想される場合には必要な箇所に土俵、杭しがら、板柵等で土留柵を施工し、

泥、雑物芥等を沈澱、濾過させなければならない。

５ 捨土

(1) 土留ダム

ア 造成工事によって生じた残土等の捨土は、出水による流出のおそれのない場所に処理し、

原則として渓間に投棄してはならない。
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イ やむを得ず、渓間に投棄する場合に

は「河川砂防技術基準（案）」「治山技

術基準」に基づく砂防ダムと同程度の

土留ダムを設けなければならない。

ウ ダムの高さは投棄された土砂が流出

するおそれのある土砂である場合、土

砂量は縦断計画上、現河床とダム天端

から水平に引いた線の間に収容できる

容量をもつ高さとする。ただし高さの

限度は原則として１５ｍ以下とし土捨面の排水については十分考慮するものとする。

エ 地形上やむを得ず水平より急に投棄す

る場合には必ず投棄土砂の上に水路を設

置し、流水が投棄土砂に接触しないよう

にしなければならない。

また、水路保護のため、上流にダムを

必ず設置しなければならない。また、水

路の構造は沈下等によって被害を生じな

い構造としなければならない。

(2) 捨土地の緑化

ア 捨土の流水に接触しない部分は必ず緑

化を行わなければならない。

イ 捨土地が傾斜地の場合は、緑化に先立

ち積苗工、筋工等の階段工も施工し、法面は伏工等の被覆工によって保護する。

ウ 緑化用の植物は、主として当該地方に実施されている治山用植物を用い、有用樹種を直接

に植栽することはさけること。

エ 緑化用の植物が完全に活着するまでの散水、施肥等の維持管理は造成者側で行うものとす

ること。

６ 工事の順序

工事の順序としては、防災ダム（調節池）、遊水池、沈砂池、流末処理等の防災工事を先行し、

造成工事は下流に対する安全を確認できた上実施するものとする。

７ その他

(1) 造成中、造成に必要な諸材料（砂、砂利、木材、セメント、石材、ブロック等）は必ず整理

して保管し、いやしくもこれらの流出による被害を生じないよう注意しなければならない。

(2) あらかじめ不時の災害に備え、土俵、網、栗石等の防災機器を準備し、非常時の人員配備態

勢等もあらかじめ定めておき、万一災害の発生した場合には臨機応変の処置をとると共に速や

かに関係機関に連絡し、第三者に被害を与える事のないようにしなければならない。

Ⅷ その他

宅地造成において造成区域の上流に残流域が存在する場合、その流域からの土石流の襲来によっ

て新しく造成された区域に被害が生ずるおそれがある場合、造成者はその防災に対する措置を講ず

るものとする。

（補足事項）

１ 盛土において一体のがけとみなされるかについては、「Ⅱ 土工－９ 切土」の参考図解 図面３によりま

す。

２ 「Ⅳ 排水施設－２ 計画流量ウ（イ）」について、計画水路が溢水したとき、雨水が調節（調整）池に流入せ

ず、事業区域外に流出するおそれがある場合は、調節（調整）池の設計確率時間雨量以上としてください。

３ 「Ⅶ 工事中の防災－１ 防災ダム」について、沈砂池や防災調節池等に開発行為の施行期間中に

おける堆砂量を見込む場合にあっても(2)のア～ウにより堆砂量を算出してください。
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開発行為に伴う流量増対策基準

Ⅰ １０ヘクタール以上の開発行為の場合

下流河川の状況 下流河川の流量に与える影響の程度 対 応 策

１項 (1) 計画高水流量の改訂を必要とする場 イ 河川計画の安全度に見合う

一定の計画により改 合 防災調節池の設置

修済みの河川 ロ 流量増が無視し得る程度小

さくなるまでの区間に亘る河

積拡大のための河川工事

２項 (1) 計画高水流量の改訂を必要とする場 イ 上記１(1)のイ又はロ

一定の計画により現 合

に施工中の河川

(2) 計画高水流量の改訂を必要としない イ 調整池の設置

場合で、当該開発行為による排水が河 ロ 調整池の代替施設としての

川に合流する地点までの改修年次計画 河川工事

が長期に亘る場合。

３項 (1) 当該開発行為による排水が河川に合 イ 上記２(2)イ

年次計画がある河川 流する地点までの改修年次計画が長期 ロ 上記２(2)ロ

に亘る場合。

４項 (1) 下流河川の想定氾濫区域に相当の人 イ 洪水の規模で年超過確率

年次計画のない河川 家又は公共施設を有する河川で、現況 1/100又は既往最大の洪水を

の流下能力を著しく超えることとなる 対象とした防災調節池の設置

場合

(2) 上記(1)以外の場合 イ 洪水の規模で年超過確率

1/50の洪水を対象とした防災

調節池の設置

Ⅱ １０ヘクタール未満の開発行為の場合

１ １ヘクタール以上１０ヘクタール未満の場合

下流に対する影響を考慮の上、必要に応じて調節池・調整池等を設置する。

調節池・調整池等には、雨水貯留浸透システム等で同等の効果を期待できる施設を含めるものと

する。

２ １ヘクタール未満の場合

対策を必要としない。

（補足事項）

太陽光発電設備の設置を目的とする開発行為にあっては、１ヘクタール以下の場合でも「下流に対する影

響を考慮の上、必要に応じて調節池・調整池等を設置する」こととしてください。
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宅地造成等開発行為に伴う防災対策の取扱要綱（抜粋）

第４条 調節池等は、次の技術基準により設置するものとする。

一 （略） 調整池については、「調整池技術基準（案）」による。

二 （略） 防災調節池については、「防災調節池技術基準（案）」による。

運用基準別記２

太陽光発電設備の設置を目的とする開発行為の許可基準等の運用
について（抜粋）

第２ 災害を発生させるおそれに関する事項

１ 自然斜面への設置について

（略） 開発行為が原則として現地形に沿って行われること及び開発行為による土砂の移動量

が必要最小限度であることが明らかであることを原則とした上で、太陽光発電設備を自然斜面に

設置する区域の平均傾斜度が30度以上である場合には、土砂の流出又は崩壊その他の災害防止の

観点から、可能な限り森林土壌を残した上で、擁壁又は排水施設等の防災施設を確実に設置する

こととする。ただし、太陽光発電設備を設置する自然斜面の森林土壌に、崩壊の危険性の高い不

安定な層がある場合は、その層を排除した上で、擁壁、排水施設等の防災施設を確実に設置する

こととする。

なお、自然斜面の平均傾斜度が30度未満である場合でも、土砂の流出又は崩壊その他の災害防

止の観点から、必要に応じて、排水施設等の適切な防災施設を設置することとする。

２ 排水施設の断面及び構造等について

太陽光パネルの表面が平滑で一定の斜度があり、雨水が集まりやすいなどの太陽光発電施設の

特性を踏まえ、太陽光パネルから直接地表に落下する雨水等の影響を考慮する必要があることか

ら、雨水等の排水施設の断面及び構造等については、次のとおりとする。

(1) 排水施設の断面について

地表が太陽光パネル等の不浸透性の材料で覆われる箇所については、「土砂流出防止対策基

準」Ⅳ－２－(２)－アの表（流出係数）によらず、次の表を参考にして定められていること。浸透

能は、地形、地質、土壌等の条件によって決定されるものであるが、おおむね、山岳地は浸

透能小、丘陵地は浸透能中、平地は浸透能大として差し支えない。

地表状態＼ 区分 浸透能小 浸透能中 浸透能大

太陽光パネル等 1.0 0.9～1.0 0.9

(2) 排水施設の構造等について

排水施設の構造等については、「土砂流出防止対策基準」Ⅳ－３の規定に基づくほか、表面

流を安全に下流へ流下させるための排水施設の設置等の対策が適切に講ぜられていることと

する。また、表面侵食に対しては、地表を流下する表面流を分散させるために必要な柵工、

筋工等の措置が適切に講ぜられていること及び地表を保護するために必要な伏工等による植

生の導入や物理的な被覆の措置が適切に講ぜられていることとする。
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７ 許可申請の手続き

第１ 申請事務手続に関する規定

１ 許可権者

森林法第１０条の２第１項

地域森林計画の対象となっている民有林（中略）において開発行為（中略）をしようとする者は、農林

水産省令で定める手続きに従い、都道府県知事の許可を受けなければならない。（以下略）

森林法第１０条の２第１項により、都道府県知事の許可を受けなければならないとされています。

２ 許可申請書の提出先

要綱第13条 省令及びこの要綱により知事に提出する申請書、又は届出書(これらの添付図書を含む。)

は、所轄の福島県農林事務所の長を経由して提出するものとする。（以下、略。）

知事に提出すべき申請書類の提出窓口については、「所轄の福島県農林事務所の長を経由して提出するも

のとする。」（福島県森林法施行細則第１０条）と規定しています。

福島県農林事務所の所在
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農林事務所 住所・電話番号 管轄する市町村

県北農林事務所 960-8670 福島市杉妻町２－１６ 福島市、二本松市、伊達市、
０２４－５２１－２６３９ 本宮市、伊達郡、安達郡

県中農林事務所 963-8540 郡山市麓山１丁目１－１ 郡山市、須賀川市、田村市、
０２４－９３５－１３７３ 岩瀬郡、石川郡、田村郡

県南農林事務所 963-6123 棚倉町大字関口字上志宝５０－１ 白河市、
０２４７－３３－２１２４ 東白川郡、西白河郡

会津農林事務所 966-0901 喜多方市松山町鳥見山字下天神６－３ 会津若松市、喜多方市、
０２４１－２４－５７３７ 耶麻郡、河沼郡、大沼郡

南会津農林事務所 967-0004 南会津町田島字根小屋甲4277-1 南会津郡
０２４１－６２－５３８１

相双農林事務所 975-0031 南相馬市原町区錦町１丁目３０ 相馬市、南相馬市、
０２４４－２６－１１７９ 双葉郡、相馬郡

いわき農林事務所 970-8026 いわき市平字梅本１５ いわき市
０２４６－２４－６１９８

３ 許可申請書

森林法施行規則第４条

法第１０条の２第１項の許可を受けようとする者は、申請書に次に掲げる書類を添え、都道府県知事に提出しなけ

ればならない。

一 開発行為に係る森林の位置図及び区域図

二 開発行為に関する計画書

三 開発行為に係る森林について当該開発行為の施行の妨げとなる権利を有する者の相当数の同意を得てい

ることを証する書類

四 許可を受けようとする者（独立行政法人等登記令（昭和３９年政令第２８号）第１条に規定する独

立行政法人等を除く。）が、法人である場合には当該法人の登記事項証明書（これに準ずるものを

含む。）、法人でない団体である場合には代表者の氏名並びに規約その他当該団体の組織及び運営に関す

る定めを記載した書類、個人の場合にはその住民票の写し若しくは個人番号カード（行政手続きにおける特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人

番号カードをいう。以下同じ。）の写し又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証する書類

五 開発行為に関し、他の行政庁の免許、許可、認可その他の処分を必要する場合には、当該処分に係る申請

の状況を記載した書類（既に処分があったものについては、当該処分があったことを証する書類）

六 開発行為を行うために必要な資力及び信用があることを証する書類

七 前各号に掲げるもののほか、都道府県知事が必要と認める書類

要綱第１３条第２項

前項の申請書、又は届出書（これらの添付図書を含む）の提出部数は次に掲げるとおりとする。

ただし、知事が意見照会等のために提出を求める場合はその部数とする。

一 省令第４条に規定する申請書については、１通とする。

二 前号の添付書類については、正本１部とする。

三 この要綱の定めによる申請書及び届出書（これらの添付図書を含む。）の提出部数は、正本１部とする。

四 第２号の添付書類並びに第３号の申請書及び届出書について、福島県事務決裁規程（昭和44年３月20日福

島県訓令第2号）第５条に定める福島県農林水産部長専決許可処分（開発行為に係る森林の土地の面積が10

ヘクタール以上の開発行為）に係る場合にあっては、正副２部とする。
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許可を受ける際には、森林法施行規則（省令）第４条の規定により、申請書に添付書類を添えて都道府県知

事に提出することとされています。

なお、添付書類及び林地開発許可申請書以外の申請書は正本１部（開発行為に係る森林の土地の面積が

１０ｈａ以上の開発行為の場合は正副２部）としています。これは、開発行為に係る森林の土地の面積が１０ｈａ未

満の場合は本庁に副申せず、福島県農林事務所で決裁するため正本１部でこと足りることからです。

申請書の様式や計画書として添付すべき書類の詳細は、「森林法施行規則の規定に基づき、申請書の様式

を定める件（昭和３７年７月２日農林省告示第８５１号）」、福島県森林法施行細則（県規則。以下「細則」とい

う。）、福島県林地開発許可制度実施要綱及び福島県林地開発許可制度事務処理要領で規定しています。

諸規定に基づき申請に必要な書類を取りまとめると、次表のようになります。

○林地開発許可申請書類一覧表

関 係 明示する事項
書 類 名 縮尺、添付書類等

法令等 （詳細は記載例をご覧ください）

林地開発許可 省令 １ 申請者の ○法人の場合は登記事項証明書
申 請 書 第４条 住所、氏名、電話番号 （これに準ずるものを含む）
（要綱様式

第１号) ２ 開発行為に係る森林の ○法人でない団体の場合は代表
所在場所、面積 者の氏名並びに規約その他当

該団体の組織及び運営に関する
３ 開発行為の目的、着手及び完了 定めを記載した書類
予定年月日

○個人の場合は住民票の写し若
４ 開発行為の施行体制 しくは個人番号カードの写し又は

これらに類するものであって氏名
５ 環境影響評価法等に基づく手続 及び住所を証する書類
状況、他の行政庁の許認可等の手
続状況 ○開発行為をする施行者の建設

業許可書、事業経歴書、預金残
高証明書、納税証明書、事業実
施体制を示す書類（職員数、主
な役員、技術者名等）、開発行
為に係る施工実績を示す書類
（監督処分及び行政処分があっ
た場合は、その対応状況を含
む）

○環境影響評価法等や他法令等
の手続状況が確認できる書類等

計 画 説 明 書 省令 １ 設計者、申請者の住所、氏名 ○筆数が多い場合は
（様式２） 第４条 開発事業区域内土地明細

細則 ２ 開発対象区域の場所、現況 表
第２条第３項 付属表Ⅰ、Ⅱ

３ 事業の目的、事業又は施設の名
称、基本方針 ○事業計画の基本方針（詳細に

補足するものがある場合）
４ 土地の利用計画

○期別の計画概要（計画が１年
５ 開発事業の計画（事業の全体計 以上の長期にわたる場合）
画の概要、期別計画の概要、防災
施設等の概要、設計根拠）

６ 防災施設の維持管理方法、開発
行為完了後の維持管理方法
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関 係 明示する事項
書 類 名 縮尺、添付書類等

法令等 （詳細は記載例をご覧ください）

開発事業区域内 筆数が多い場合には、許可申請書の
土 地 明 細 表 「開発行為に係る森林の所在場所」
（参考様式2-1） を補足するため一覧形式で作成して

ください。
付属表Ⅰ（森林）
（参考様式2-1-1）

付属表Ⅱ
（森林以外）

（参考様式2-1-2）

残置森林等保 細則 残置又は造成する森林、緑地の ○残置森林部分の土地の権利
全 管 理 計 画 第２条第３項 １ 場所及び面積 を証する書類
概 要 書 ２ 権利の取得状況
（参考様式３） ３ 造成計画 ○関係自治体との間で残置又

４ 保全管理計画 は造成する森林（緑地）の維
持管理に関する協定を締結
している場合にはその写

○ 関係自治体との間で建築
協定、緑地協定等を締結して
いる場合はその写

残置又は造成 細則 １ 協定者の住所、氏名
する森林（緑地） 第２条第３項 ２ 協定の対象となる土地の所在及
の維持管理に び事業名称
関する協定書 ３ 協定内容
（参考様式３－１）

一時利用計画 細則 １ 一時利用の場所、目的、面積、 必要に応じ、利用計画及び原状
概 要 書 第２条第３項 利用期間、利用計画の概要 回復計画の図面
（参考様式４） ２ 一時利用後の原状回復方法 （平面図、断面図、構造図等）

資 金 計 画 書 細則 １ 申請者の概要 資金計画の内容を裏付ける資料
（参考様式５） 第２条第６項 ２ 開発行為に要する資金の額及び （概算設計見積書、預金残高証

調達方法 明書、融資証明書、貸借対照
表、損益計算書等の法人の財
務状況や経営状況を確認できる
資料等）

信用があることを 細則 法人の場合は、納税証明書、事
証明する書類 第２条第６項 業経歴書、法人の登記事項証

明書、定款
個人の場合は、住民票等

公共施設管理 県要綱 １ 公共施設の名称、所在
者 の 同 意 書 第３条 ２ 措置条件
（参考様式９）

公共施設管理予 県要綱 １ 協議の事項（施設）、概要、公共
定者との協議書 第３条 施設管理予定者（協議の相手方）
（参考様式１１） ２ 協議経過

用排水施設管 県要綱 １ 用排水施設の名称、所在
理者の同意書 第３条 ２ 措置条件
（参考様式１０）

水 利 用 実 態 細則 １ 区域内に存する水源等 水利用状況のわかる図面
整 理 表 第２条第３項 ２ 水の確保対策
（参考様式７） ３ 水利権者との協議状況

４ 水質悪化の防止対策
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関 係 明示する事項
書 類 名 縮尺、添付書類等

法令等 （詳細は記載例をご覧ください）

水 利 権 者 の 県要綱 １ 施設の名称、所在
同 意 書 第３条 ２ 措置条件
（参考様式１２）

環 境 保 全 に 県要綱 １ 開発行為の場所
関する協定書 第３条 ２ 開発行為の目的、名称
（参考様式１３） ３ 協定事項、協定内容

開 発 行 為 省令 １ 同意者の住所氏名 土地登記事項証明書
同 意 書 第４条 ２ 土地の所在、地目、地積 公図写
（参考様式８） 県要綱 ３ 権利の種別 印鑑登録証明書（開発行為に係

第３条 ４ 同意年月日 る森林の場合）

位 置 図 省令 １ 方位 １／５０,０００以上
第４条 ２ 開発対象区域の位置

３ 道路のみの開発については線形
を表示

区 域 図 省令 １ 方位 １／５,０００以上
第４条 ２ 開発対象区域界の位置

３ 開発しようとする森林の区域及び
開発行為に係る森林の位置

４ 県、市（郡）町村、大字、字の境
界

５ 地番界及び地番

現 況 図 細則 １ 方位
第２条第３項 ２ 開発対象区域界

３ 区域内の
(1) 地形 (2)林況
(3) 河川、沢、湖沼（溜池）、湿地、
崩壊地等自然物

(4) 道路、橋、えん提、家屋等
(5) 山林、農地、宅地等の地類区分
４ 区域周辺部の人家、公共施設等

流 域 現 況 図 細則 １ 流域の地形、流域界 １／５０,０００以上
第２条第３項 ２ 区域内の土地利用区分別面積と ○水害防止施設の必要性検討表

適用流出係数 ○河川管理者との協議を必要と
３ 河川の位置 する場合、協議経過書
４ 開発区域の位置と計画面積 ○必要に応じ、ネックポイント各
５ ネックポイント 断面図

○水害の防止関係計算結果

水 害 防 止 流域現況 開発による流量の増加量、施設ネッ
施設の必要性 図と一体 クポイントの流下能力を対比し、水害
検 討 表 になる表 防止施設等の必要性を検討する。
（参考様式６）

利 用 計 画 図 細則 １ 開発対象区域界
第２条第３項 ２ 切土、盛土、捨土、法面等の施

工位置
３ 排水、擁壁、道路、建物等の造
成施設物の位置

４ 残置又は造成する森林及び緑地
の位置

５ 進入路の取付道路名、その他土
地利用計画の位置
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関 係 明示する事項
書 類 名 縮尺、添付書類等

法令等 （詳細は記載例をご覧ください）

法面の断面図 細則 １ 切土、盛土、捨土等により生じる
第２条第３項 法面の形状寸法

２ 施工前の地盤面及び土質
３ 法面保護の方法
４ 切土、盛土、捨土の工法及び土
量計算

防災施設等の 細則 １ 防災計画平面図 構造図は原則１／１００
設 計 図 第２条第３項 ２ 構造図（平面、断面、正面図等） ～１／５００

３ 規格寸法、勾配、名称
４ 構造物設置個所に係る前後の地
盤面及び土質

５ 湛水及び堆砂に係る区域の範囲
６ 放流される既設の水路、河川、池
等の概略構造図

設計根拠資料 細則 １ 構造決定に係る計算基礎
第２条第３項 ２ 安定計算基礎資料

３ 流量の計算基礎
４ その他、設計上の根拠となる資料
（仮設の施設を設置する場合は、
その内容も記載）

建 築 物 等 の 細則 外観上の形状、規格寸法等概要
概 要 図 第２条第３項

開 発 行 為 の 細則 主要工種毎の具体的な実施工程
施 行 工 程 第２条第３項 （仮設の施設を設置する場合は、そ

の内容も記載）

空間放射線量 平成29年2月 空間放射線量等の測定結果

等測定結果 17日付け

「林地開発に

伴う伐採木の

取扱い」
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第２ 許可申請に当たっての留意事項
（１） 許可の申請に当たっては、「事前」に所轄の福島県農林事務所へ相談し、その指導を受けてください。

（２） 許可の申請書類は、前項「林地開発許可申請書類一覧表」により、作成提出してください。

（３） 設計図書類は、原則としてＡ４版の大きさにとりまとめてください。

（４） 計画図書類には、それぞれ見やすい場所に見出しをつけて、図書目録を添付してください。

（５） 各図面は、その開発行為が明確に判断される縮尺のもので作成してください。

（６） 図面には必ず縮尺、凡例を明示してください。

（７） 各種計画図の記載内容が複雑で不明瞭となるような場合には、適宜別葉とし、その１、その２として作成し
てください。

（８） 登記事項証明書等を添付する必要が生じた場合には、申請受理日以前３か月以内のものを提出してくだ
さい。

なお、開発行為同意書に添付する印鑑登録証明書は、同意年月日の前後３か月以内のものを提出して
ください。

（９） 資金計画の裏付けとして添付する融資証明等の日付は、申請受理日以前おおむね３ヶ月以内のものを

添付してください。

（10） 他法令等との関連

① 他法令等により、林地開発許可申請より以前に手続きを終了させることが義務付けられているものがある

場合には、当該手続きを終了させてください。

（例） 国土利用計画法（土地取引全部）、県大規模土地利用事前指導要綱（５ha以上の計画また

は４ha超の農地を含む計画）、県ゴルフ場開発指導要綱（ゴルフ場）、環境影響評価法、県環境

影響評価条例、農業振興地域の整備に関する法律

② 林地開発許可は他法令の許認可と同時許可処分を原則としておりますので、他の法令等の許認可、承

認、届出等を必要とする場合は、できるだけ林地開発許可申請と同時に手続きをするようにしてください。

また、申請書備考欄にその事務処理状況をできるだけ具体的に明記してください。

（例） 都市計画法、農地法、採石法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

③ 上記他法令に関する許認可等の申請書及び許認可書等の写し並びに、条件が付されている場合には

その内容が明らかな関係図書類の写しも併せて提出してください。（補助及び融資事業についてはその関

係書類の写し）

（11） 申請書の提出

① 申請書類は所轄の福島県農林事務所へ提出してください。

② 申請書類は、申請書と添付書類１部（１０ｈａ以上は正副２部）を提出してください。

③ 関係する機関等との協議、調査の必要から、書類の追加提出を求めることがあります。

④ 必要関係書類を確実に整備した上で申請願います。

（12） 申請書の提出に当たっての留意事項

上記の内容を含む林地開発許可申請書の受理にあたっての留意事項については、福島県林地開発許可

制度事務処理要領別記(3)に定めておりますので、その内容を十分に踏まえて申請されるようお願いします。

（13） 林地開発に伴う伐採木の取扱い

指定廃棄物となる木材の流通の防止を図るため、林地開発予定地における空間放射線量率等を測定のう

え、その結果を申請書類として添付してください。

なお測定方法については平成29年2月１７日付け「林地開発に伴う伐採木の取扱い」により行ってください。
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（参考）

福島県林地開発許可制度事務処理要領別記（３）

林地開発許可申請の受理における留意事項

許可申請の処理に際しては、申請者の不利益及び行政の停滞を排除し、迅速かつ合理的な事務処理に寄与す

るため、申請に先立ち申請書の形式、内容及び添付書類の適否等について適切に助言、指導を行うものとする。

なお、原則としてこの事前の指導により次に掲げる事項について整備されることが確実となった後に、正式に申請

書類を受理するものとする。

１ 申請書類について

(1) 申請書の様式が所定の様式（要綱様式第１号）により１通提出されていること。

（省令第４条、要綱第１３条）

(2) 位置図、区域図及び開発行為に関する計画書が整備されていること。

（別記(2)「申請書類一覧表」参照。）

(3) 原則として、開発行為をしようとする森林及びその他の開発事業区域（農地、宅地等）について、当該開発行

為の施行の妨げとなる権利を有する者全員の同意を得ていること。

(4) 原則として、要綱第３条に規定する、同意書及び協議書等が整備されていること。

(5) 申請者が法人である場合（独立行政法人等登記令第１条に規定する独立行政法人等を除く。）には、当該法

人の登記事項証明書（これに準ずるものを含む。）、法人でない団体である場合には、代表者の氏名並びに規

約その他の当該団体の組織及び運営に関する定めを記載した書類、個人の場合にはその住民票の写し若しく

は個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第７項に

規定する個人番号カードをいう。）の写し又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証する書類が添付さ

れていること。（省令第４条第４号）

２ 事業計画について

(1) 法第１０条の２第２項第１号に規定する災害の防止対策に係る計画図書が整備されていること。

ア 施行中及び完成後の防災計画が講じられていること。

イ 切土、盛土又は捨土を行う場合には、その工法が法面の安定を確保するものであること及び捨土が適切な箇

所で行われること。

ウ 造成後に生じる法面については、その勾配が地質、土質、高さからみて崩壊のおそれがないものであり、か

つ、必要に応じて小段及び排水施設の設置その他の措置並びに法面保護の措置が適切に講じられていること｡

エ 法面の勾配がウによることが困難であるか若しくは適当でない場合又は周辺の土地利用の実態からみて必

要がある場合には、擁壁の設置その他法面崩壊防止の措置が適切に講じられていること。

オ 開発行為に伴い相当量の土砂が流出し、下流地域に災害が発生することのないよう十分な容量及び構造を

有するえん堤又は沈砂池等の措置が適切に講じられていること。

カ 雨水等を排水するための能力及び構造を有する排水施設が設けられていること。

キ 下流河川等の流下能力を超える水量が排水される場合には、流量増対策として洪水調節池等の設置その他

の措置が適切に講じられていること。

ク 飛砂、落石、なだれ等の災害の発生するおそれがある場合には、防止柵の設置等の措置が講じられているこ

と。

ケ 仮設の防災施設を設置する場合は、全体の施行工程において具体的な箇所及び施行時期を明らかにする

とともに、設計は本設のものに準じて行われていること。
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コ 開発行為の完了後においても、整備した防災施設等が十分に機能を発揮できるよう、土砂撤去や巡視等の

完了後の維持管理方法が明らかであること。

(2) 法第１０条の２第２項第１号の２に規定する水害の防止対策に係る計画図書が整備されていること。

ア 開発行為に伴い、開発中、開発後において増加するピ－ク流量を安全に流下させることができないことによ

り、水害が発生するおそれがある場合には、洪水調節池の設置その他の措置が適切に講じられていること。

イ ピ－ク流量を安全に流下させることができない地点の選定に当たっては、当該地点の河川等の管理者の同

意を得ていること。

(3) 法第１０条の２第２項第２号に規定する水の確保に支障がない計画図書が整備されていること。

ア 飲用水、かんがい用水等の水源として依存している森林が存在しないこと。

イ やむを得ずアの森林を開発行為の対象とする場合で、周辺の水利用の実態等からみて必要な水量を確保す

る必要がある場合には、貯水池又は導水路の設置その他の措置が適切に講じられていること。導水路を設置す

る場合等には、取水する水源の管理者等の同意を得ている等水源地域における水利用に支障を及ぼすおそれ

のないものであること。

ウ 周辺の水利用の実態等からみて水質の悪化を防止する必要がある場合には、沈砂池の設置その他の措置

が適切に講じられていること。

エ 開発事業区域内及び一次放流先までの水利権者の同意が得られていることを原則とし、同意が得ら

れない者がある場合、当該水利権者の水の確保に著しい支障がないことが明らかであること。

(4) 法第１０条の２第２項第３号に規定する環境の保全上支障がない計画図書が整備されていること。

ア 開発行為の目的、態様、周辺における土地利用の実態等に応じ、相当面積の残置し、若しくは造成する森林

又は緑地（以下「残置森林等」という。）の配置が適切に行われること。

イ 周辺地域への配慮から、残置森林等の配置及び残置又は造成幅の確保等の措置が講じられていること。

ウ 開発行為の目的、態様、周辺における土地利用の実態等からみて、景観の維持に著しい支障を及ぼすこと

のないような措置がなされていること。

(5) 開発計画が大規模であり、長期にわたるものの一部についての申請である場合には、全体計画との関連が明

らかであること。

(6) 開発行為により森林を他の土地利用に一時的に供する場合には、利用後における現状回復等の事後措置の

計画が明らかであること。

(7) 開発行為の実施工程が周辺地域に災害を及ぼすおそれのないよう、防災施設を先行実施するものであるこ

と、かつ、資金計画との整合性が図られていること。

３ その他の事項

ア 林業政策上、当該開発行為による支障が生じない計画図書が整備されていること。

イ 他の法令等による許認可等を必要とする事業の場合、当該許認可がなされているか又は手続きがなされてい

ること。

ウ 他の要綱、要領により事前に協議、届出等が義務付けられているものについては、それを了していること。

エ 開発行為によって周辺地域の森林施業に著しい支障を及ぼすおそれがないよう配慮されていること。

オ 周辺地域における住民の生活及び産業活動に相当の悪影響を及ぼすことのないよう配慮されていること。

カ 残置森林等について、将来にわたる維持管理及び管理主体が明らかであること。
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平成２９年２月１７日

森 林 保 全 課

林地開発に伴う伐採木の取扱い

１ 目的

避難指示解除準備区域の一部が解除されるなど、今後、県内の林地開発箇所の拡大が見込まれる

ことに伴い、指定廃棄物※となる木材の流通が懸念されることから、開発予定地の空間放射線量率等を

測定することにより木材の流通防止を図る。

（※ 指定廃棄物：平成23年３月に東京電力第一原子力発電所の事故によって大気中に放出された

放射性物質が付着し、一定濃度（8,000Bq/kg）を超えたものについて、環境大臣が指定したもの。）

２ 対象

（1） 対象者

林地開発許可申請者

（2） 対象範囲

福島県内の民有林における林地開発（連絡調整含む）に伴う立木の伐採。

３ 確認内容

林地開発許可申請者は、林地開発予定地の空間放射線量率等を次により測定し、農林事務所へ報

告するものとする。

また、農林事務所は必要に応じて、現地調査を行うものとする。

（1）測定点数の選定

別紙「福島県内の空間放射線量率の分布状況」における県内の空間線量率換算値を基に以下

のとおりとする。なお、測定点は地形や標高及び方位等を考慮し、線量が高いと想定される地点を

選定し、選定箇所は区域図に表示するものとする。

ア 空間線量率換算値が0.50μSv/hを超える地域：１haあたり１点以上

イ 空間線量率換算値が0.50μSv/h以下の地域：５haあたり１点以上

（2）空間放射線量率の測定

林地開発予定地の空間放射線量率を測定し、0.5μSv/h以下であれば伐採・搬出を可とする。

なお、空間放射線量率が0.5μSv/hを超える場合は、樹皮の放射性物質濃度を確認する。

（3）樹皮の放射性物質濃度の測定

林地開発予定地の空間放射線量率が0.5μSv/hを超える場合は、樹皮の放射性物質濃度を確

認し、6,400Bq/kg※以下の場合は、開発予定地での伐採・搬出を可とする。

なお、6,400Bq/kgを超える場合は搬出を見合わせるものとする。

（※ 6,400Bq/kg：測定方法等の誤差を踏まえ、8,000Bq/Kgに安全率（80%）を乗じて設定。）

４ 測定方法

別紙フロー図による。

５ 指定廃棄物の取扱いについて

放射性物質濃度が8,000Bq/kgを超え、指定廃棄物と指定されたものについては、「平成二十三年三
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月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質

による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成23年法律第110号。「放射性物質汚染対処特措

法」という。）」及び「廃棄物関係ガイドライン（平成25年3月第２版 環境省）」に基づき適切に処理する

こと。
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第３ 水害の防止に関する設計上の留意事項

開発行為に伴う流量増対策について、１０ヘクタール未満の開発行為の場合下流に対する影響を考慮の上、

必要に応じて調節池・調整池を設置すると規定していますが（「宅地造成等開発行為に伴う防災対策の取扱い

要綱」第５条第１号）、具体的には下記により運用しております。

水害に関する基本的留意事項

平成７年４月１日

（水害防止施設の必要性の判断）

１ 水害防止施設の必要性については、別紙「水害防止施設の必要性検討表」により判断するものとし、

開発後のピーク流量について、開発後下流の水路等が有する確率年雨量強度で計算した結果、安全

に流下できる場合は流量増対策は必要ありません。

流下できない地点が生ずる場合は、その地点の施設の管理者と調整してその断面を改修するか、

調節池等を設置して流量増対策を講じてください。

（調査の範囲）

２ １のピーク流量が安全に流下できるか否かの判断をする調査の範囲は、事業区域下流において開

発による流量が増加する量が最初に１％末満になる地点までを実施してください。

（水害防止施設）

３ 水害防止施設を設置する場合は、以下により設置してください。

(1) 施設の種類

開発面積（森林法上の事業区域）１ｈａ超～１０ｈａ未満 ： 洪水調整池、洪水調節池等

開発面積 １０ｈａ以上 ： 洪水調整池、洪水調節池

(2) 許容放流量

ア 開発区域からの流出量（許容放流量）は、開発前のピーク流量以下に調節して放流してください。

イ 下流の流下能力について十分配慮するものとし、すでに開発前のピーク流量により下流施設が流

下できない場合は、その施設の管理者と協議のうえ、開発前のピーク流量を最大放流量とした値で

放流してください。

ウ 調節を必要とする場合で、止むを得ず直接放流が生じる場合はあらかじめその流出量を調節後

の許容放流量から差し引いてください。

その差引計算は、平成３年１２月２４日付け３森保第５３２号３都第１０８３号通達によってください。

(3) 容量の計算方法

容量計算に用いる確率雨量強度式は､原則１/３０とし計算方法は、簡便法により求めても結構です。

ただし、許容放流量の比流量が５ｍ３／ｓｅｃ／１Ｋｍ２以上の場合は、できる限り厳密法でも検討し、

容量の大きい方を採用してください。

(4) その他構造等

その他構造等は、福島県「宅地造成等開発行為に伴う防災対策の取扱い要綱」により設置してください。

（他法令との指導の重複）

４ 他法令の指導内容と、林地開発部門の指導内容が異なる場合は、その内容を検討し他法令と調整

を図ったうえで施設の内容を決定します。
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太陽光発電設備の設置を目的とした開発行為の場合においては、開発行為に伴う流量増対策について、別

途下記により運用することとしております。

太陽光発電設備の設置を目的とした開発行為に係る水害に関する基本的留意事項

（水害防止施設の必要性の判断）

１ 水害防止施設の必要性については、別紙「水害防止施設の必要性検討表」により判断するものとし、

開発後のピーク流量について、開発後下流の水路等が有する確率年雨量強度で計算した結果、安全

に流下できる場合は流量増の対策は必要ありません。

（調査の範囲）

２ １のピーク流量が安全に流下できるか否かの判断をする調査の範囲は、事業区域下流において開発

による流量が増加する量が最初に１％未満になる地点までを実施してください。

（水害防止施設）

３ 太陽光発電設備の設置を目的とした開発行為に係る水害防止施設を設置する場合は、以下により設

置してください。

(1) 施設の種類

開発面積（森林法上の事業区域）0.5ha超～10ha未満：洪水調整池、洪水調節池等

開発面積 10ha以上 ：洪水調整池、洪水調節池

(2) 許容放流量

ア 開発区域からの流出量（許容放流量）は、開発前のピーク流量以下に調節して放流してください。

イ 下流の流下能力について十分配慮するものとし、すでに開発前のピーク流量により下流施設が流

下できない場合は、その施設の管理者と協議の上、開発前のピーク流量を最大放流量とした値で放

流してください。

ウ 調節を必要とする場合で、止むを得ず直接放流が生じる場合はあらかじめその流出量を調節後

の許容放流量から差し引いてください。

その差引計算は、平成３年12月24日付け３森保第532号３都第1083号通達によってください。

(3) 容量の計算方法

容量計算に用いる確率雨量強度式は、原則1/30とし計算方法は、簡便法によりもとめても結構です。

ただし、許容放流量の比流量が５㎥／sec／１㎢以上の場合は、出来る限り厳密法でも検討し、容量

の大きい方を採用してください。

(4) その他構造等

その他構造等は、福島県「宅地造成等開発行為に伴う防災対策の取扱い要綱」により設置してくだ

さい。

（他法令との指導の重複）

４ 他法令との指導内容と、林地開発許可制度の指導内容が異なる場合は、その内容を検討し他法令

と調整を図った上で施設の内容を決定します。
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（参考様式６）

水害防止施設の必要性検討表

開発箇所名 沢、河川名

区分 開発による流量の増加量 施設ネックポイントの流下能力 水害防止施設

流下断面改修の 施 設 管 備 考

地 流 域 流出係数別面積 平 均 到達時間 施設の対 １／Ｎの 開発による流 施設の 勾 流速 Ｂ 対応する施設の 必要性検討

点 流 出 応雨量強 ピ ー ク 量の増加量％ 粗度係数 流下可能量 Ｄ≧Ａ 不要 理 者 名 （１％の

№ 面 積 0. 0. 0. 0. 係 数 流入 流出 計 度 Ｎ 流 量 （１％？） 径 深 配 断面積Ｃ Ｂ×Ｃ＝ Ｄ Ｄ＜Ａ 要 流量増解消点）

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

注） １ 調査は、１％の流量増が解消される地点まで実施してください。
２ 上記表の算出根拠資料を添付してください。
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３ 森保第 ５ ３ ２ 号

３ 都 第 １ ０ ８ ３ 号

平成３年１２月２４日

各林業事務所長

各建設事務所長

農地林務部長

土 木 部 長

開発許可制度に関わる技術基準の運用について（通達）

このことについては、下記により取り扱うこととしましたので、事務の運用に注意してください。

記

１ 開発行為に伴う流量増対策のうち直接流出に対する取扱について

(1) 下流放流量の妥当性

ア 基本的に直接流出は認めない

イ 直接流出を認める場合は別紙例に基づき計算する

２ 基準の適用月日について

(1) 平成４年１月１日

(2) 事前に協議を了しているものは、従前の例による

開発行為に伴う流量増対策の計算例

Ａ 地 点 ： 下流ネック部、現況流下能力（ＣＡ＝２ｋｍ２、Ｑ=４ｍ３／Ｓ、ｑ＝２ｍ３／Ｓ／ｋｍ２）

Ｂ 地 点 ： 開発区域からの流出地点、許容放流量＝ｑ１＝２ｍ２／ｓ＝ｑ×ＣＡ１

： 開発区域面積（ＣＡ１）

１００ｈａ（１．０ｋｍ２）

： 開発地の直接流入地域

３ｈａ ｆ＝０．９

： 未開発地の直接流出地域

９ｈａ ｆ＝０．６

： 未開発地のダム流入地域

５ｈａ ｆ＝０．６

ダム下流法面 ： 開発地の直接流出地域

１ｈａ ｆ＝０．９

ダム湛水池 ： 開発地のダム流出地域

２ｈａ ｆ＝１．０

造 成 面 積 ： 開発面積

８０ｈａ ｆ＝０．９

（各流出係数は仮定）

降 雨 強 度 洪水到達時間内降雨強度

１５０ｍｍ（仮定） （１／３０、１／５０または１／１００）
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（注意事項） この計算例は、開発区域上流に他の流域を含まない場合であり、他の流域を含む場合

は、当然、開発区域面積ＣＡ１に他の流域面積を含めたものとなる。

① 開発区域からの流出量（Ｑ）

Ｑ ＝ Ｑ１ ＋ Ｑ２

＝ ３２．０８３ ＋ １．６８０

＝ ３３．７６３ｍ３／Ｓ

ｱ) 調節・調整池流入量（Ｑ１）

Ｑ１ ＝ １／３６０ × １５０ × （ ５×０．６ ＋ ２×ｌ．０ ＋ ８０×０．９ ）

＝ ３２．０８３ｍ３／Ｓ

ｲ) 直接流出量（Ｑ２）

Ｑ２ ＝ Ｑ３ ＋ Ｑ４

＝ １．５００ ＋ ０．１８０

＝ １．６８０ｍ３／Ｓ

A) 開発地からの流出量（Ｑ３）

Ｑ３ ＝ １／３６０ × １５０ × （ ３×０．９ ＋ １×０．９ ）

＝ １．５００ｍ３／Ｓ

B) 未開発地からの流出量（Ｑ４）

Ｑ４ ＝ ２ × ９ ／ １００

＝ ０．１８０ｍ３／Ｓ

② 調節・調整池からの許容放流量（Ｑ０）

ｱ) 許容放流量（ｑ１） － 直接流出量（Ｑ２）

Ｑ０ ＝ ２．０００ － １．６８０

＝ ０．３２０ｍ３／Ｓ （ＯＫ）

③ ダムによる最大（ピーク）ｃｕｔ量

ｱ) 調節・調整池流入量 － 下流ネック部の検証値（ＱＶ）

ＱＶ ＝ ３２．０８３ － ０．３２０

＝ ３１．７６３ｍ３／Ｓ

④ 開発行為の適否

ｱ) 開発区域設定レイアウトの見直し必要なし、構造協議へ進む。
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河川協議の取扱いに関する留意事項
平成７年４月ｌ日

１ 河川協議の相手
河川協議は、国（河川局、工事事務所）、県（河川課、建設事務所）、市町村と行ってください。

２ 河川協議方法
開発事業者と河川管理者のあいだで行ってください。
また、その経過を林地開発担当者に常に情報として伝えてください。

３ 河川協議の必要性の有無の判断（河川協議を必要としない場合。）
以下の場合は、河川協議は必要ありません。

(1) 開発による下流への影響を判断して協議を必要としない場合
ア 別紙「水害防止施設の必要性検討表」により、河川区域断面の改修か水害防止施設が必要か検
討してその必要がなければ協議も必要ありません。

イ 水害防止施設が必要であっても、その必要性を判断するにあたって検討した開発により最も影響
の受ける地点（「水害防止施設の必要性検討表」により計算した結果開発前のピーク流量が最小と
なる地点）が上記１の河川管埋者（国、県、市町村）以外の場合は協議を必要としません。

(2) 他法令との関連で必要としない場合
ア 都市計画法該当箇所

都市計画区域においては、都市計画法を審査する建設事務所が既に開発事業者を指導してい
るのて改めて協議する必要はありません。

４ 協議内容の確認
上記２の協議経過内容に疑義があれば、林地開発許可担当者が電話等により河川管理者に内容を
確認して処理経過記録簿に記録しておくものとする。

５ 河川協議と申請書類受理の取扱い
開発許可申請書の受理は、上記２の協議が完了してから行うものとする。

６ その他
特に県管理河川における、協議方式は更に詳細に定めるべく打合せ中です。

○水害防止施設の必要性と河川協議フロー

水害発生のおそれの有無の確認

無 有
水害防止対策不要 水害防止対策

下流流下断面の改修 流量増対策施設の設置

※

協議不要 協議必要 協議不要

※ 協議の必要性の判断

協議を必要としないもの

１ 他法令との関連で必要としないもの

都市計画区域においては、都市計画法の審査が建設事務所で

行われるので、建設事務所に対しての協議は必要ない。

２ 河川管理者の有無により協議を必要としないもの

開発によって最も影響を受ける地点が河川管理者（国、県、市

町村）管理河川でない場合協議の必要はない。
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第４ 申請書類の記載例と申請の要点

記 載 例

（要綱様式第１号）

林 地 開 発 許 可 申 請 書

○年 ○月 ○日

福 島 県 知 事 様

住 所 福島市○○町○○番地

申請者氏名 ○○株式会社

取締役社長 ○ ○ ○ ○

電 話 番 号 （○○○○―○○―○○○○）

次のとおり開発行為をしたいので、森林法第10条の２第１項の規定により許可を申請します。

開発行為に係る森林の所在場所 甲山郡乙川村大字丙原字丁沢２番地外30筆

開発行為に係る森林の土地の面積 １９．３０４６ha

開発行為の目的 ゴルフ場造成

開発行為の着手予定年月日 令和○年○月○日

開発行為の完了予定年月日 令和○年○月○日

開 発 行 為 の 施 行 体 制 A工区 ○○株式会社、B工区 ○○有限会社

環境影響評価手続

備 考 評価書 ○年○月○日公告

縦覧期間 ○年○月○日～○年○月○日

１ 面積は、実測とし、ヘクタールを単位として小数第４位まで記載すること。

２ 開発行為を行うことについて環境影響評価法（平成９年法律第81号）等に基づく環境

影響評価手続を必要とする場合には、備考欄にその手続の状況を記載すること。

３ 開発行為の施行体制の欄には、開発行為の施行者を記載するとともに、その施行者に

防災措置を講ずるために必要な能力があることを証する書類を添付すること。なお、申

請時において開発行為の施行者が確定していない場合における当該欄の記入については、

開発行為に着手する前に必要な書類を提出することを誓約する書類等の提出をもってこれに

代えることができる。
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申 請 の 要 点

様式１ 林地開発許可申請書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 申請者の住所、氏名、電話番号 １ （申請人）

申請人が法人の場合は当該法人の登記事項証明

２ 開発行為に係る森林の所在場所 書、法人でない団体の場合は代表者の氏名並びに規

約その他組織及び運営に関する定めを記載した書類、

３ 開発行為に係る森林の土地 個人の場合は住民票の写し若しくは個人番号カードの

の面積 写し又はこれらに類するもので氏名及び住所を証する

書類を添付してください。

４ 開発行為の目的 共同施行等申請人が複数の場合には連名で記載

してください。（多人数となる場合は筆頭者を申請書に

５ 開発行為の着手及び完了 記載し他は別紙に記名すること。）

予定年月日

２ 「開発行為に係る森林の所在場所」欄

６ 開発行為の施行体制 ５条森林のうち土地の形質を変更する森林の所在場

所、筆数を記載してください。

７ 環境影響評価法等に基づく 所在場所の番地が多い場合は○○番地外○○筆と

手続状況 して別紙にその明細書を添付してください。

他法令の手続状況 （一時的に利用する森林も含みます。）

３ 「開発行為に係る森林の土地の面積」欄

土石採取等（砂利、採石等）将来にわたる全体計画

が予想される開発行為については、その概数面積を

（ ）書きで併記してください。

面積は実測とし、ha単位で小数点第４位まで記入

＜添付書類＞ してください。

１ 法人の場合はその登記事項証

明書 ４ 「開発行為の目的」欄

開発行為の目的はその用途を具体的に記載してくだ

２ 法人でない団体の場合はそ さい。

の代表者の氏名並びに規約、 （例）別荘地造成、ゴルフ場造成、工場用地造成、住宅用

組織及び運営に関する定め を 地造成、資材置場造成、農用地造成、土石の採取（砂

記載した書類 利、採石、土採取等）

３ 個人の場合は住民票の写し若 ５ 「着手及び完了予定年月日」欄

しくは個人番号カードの写し又は 他法令により許認可の期間が定められる場合は、そ

これらに類するもので氏名及び住 の期間と一致させてください。実施工程表と照合し、実

所を証する書類 行可能性のある期日としてください。
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４ 開発行為をする施行者の建設 ６ 「開発行為の施行体制」欄

業許可書、事業経歴書、預金残高 開発行為の施行者を記載するとともに、その施行者

証明書、納税証明書、事業実施 に防災措置を講ずるために必要な能力があることを証

体制を示す書類（職員数、主な役 する書類を添付してください。申請時に施行者が確定

員、技術者名等）、開発行為に係 していない場合は開発行為着手前に必要な提出する

る施工実績を示す書類（監督処分 ことを誓約する書類等を提出してください。

及び行政処分があった場合は、そ

の対応状況を含む） ７ 「備考」欄

申請時に施行者が決定していな 環境影響評価法等に基づく環境影響評価手続や行

い場合は誓約書等 政庁の許認可その他の処分等を必要とする場合には、

林地開発許可申請時点におけるその手続きの状況に

５ 環境影響評価法等や他法令等 ついて記載してください。

の手続状況が確認できる書類等
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記 載 例

（様式２）

計 画 説 明 書

住 所 乙山市丙野町１番地 住 所 福島市○○町○○番地
設 計 者 丁田設計㈱ 申 請 者 ○○株式会社

氏 名 取締役 ○○○○ 氏 名 取締役社長 ○○○○

開発対象区域の場所 甲山郡乙川村大字丙原字丁沢２番地 外150筆

計 目 的 及 び 施 設 の 名 称 ゴルフ場造成（仮称：○○カントリークラブ）
画
の １ レイアウトについては、･･････････
方 基 本 方 針 ２ 地元貢献策については、･･････････
針 ３ 防災については、･･････････

４ 環境保全対策については、･･････････

開 地 類 区 分 山 林 農 地 宅 地 官有地 その他 計
発
対 面 積(ha) 35.1751 1.8435 － 0.6832 0.1317 37.8335
象
区 比 率(％) 93.0 4.9 － 1.8 0.3 100％
域
の 標高40m～70m 針 スギ、マツ 20～40年 30％
現 地 況 ・ 林 況 （地況） （林況）
況 緩傾斜地 花崗岩 広 クヌギ 10～20年 70％

地類別区分 山 林 その他 合 計

開 発 行 為 残 置 す る 計 (農地･宅地等)
の 面 積

用途区分 (A) 面 積 (B) 比率(%) (A+B=C) (D) (C)+(D)
土
地 16年生以上
の ゴ ル フ 場 (15.0000)
利 18.1191 15.8705＊１ － 33.9896 1.8771 35.8667
用
計
画 造 成 森 林 1.1855 － － 1.1855 0.7813 1.9668*2

(15.0000) 42.6
計

19.3046 17.8373 50.7 35.1751 2.6584 37.8335

↑15.8705（残置する森林＊１）+1.9668（造成する森林*2）
開 主 要 施 設 及 び 工 種 概 要
発
事 事業計画目的 ゴルフ場９ホール クラブハウス １棟 駐車場 １ヶ所 150台
業 道路 進入路（Ｗ＝8.0m Ｌ＝1,500m）、管理道（Ｗ＝4.0m Ｌ＝4,500m）
の 防災計画 洪水調節池 ６ヶ所 コンクリート擁壁 18ヶ所
計 一時利用計画 土捨場 １ヶ所（35,000m３）
画 その他 汚水浄化槽

・調節池の土砂浚渫、フィルダムのクラック・漏水等の確認。
防災施設の維持管理 ・完了後は、月１回の定期巡回のほか、台風等豪雨後、震度○以上の場合
方法、開発完了後の は都度緊急パトロールを実施し、各防災施設の機能保持を行う。調節池は○
維持管理方法 年毎に土砂浚渫を行う。

１ 区域内既設ため池の保存
その他参考事項 ２ ○○水路管理組合との協議調整

３ 公益的機能別森林施業森林区域
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記 載 例

（様式２）
計画説明書 （採石の場合の記載例 ）

住 所 ○○○○○ 住 所 ○○○○○
設 計 者 申 請 者

氏 名 ○○○○ 氏 名 ○○○○

開発対象区域の場所 ○○町大字○○字○○ ○番地 外○○筆

目 的 及 び 施 設 の 名 称 岩石の採取、販売

１ 今回許可申請の区域面積は、7.2756ha（既開発5.5088haを含む）であるが、将来はこの接続地

計 地権者との合意があるので更に開発区域（約4.2ha）を拡張し、採石を進めていきたい。

画 ２ 採石終了時点で跡地利用は一部宅地、その他は表土を敷均し畑地として地権者に返還するこ

の 基 本 方 針 とになるので、最終時期に具体的な利用計画を策定し、許可の手続きをする。

方 ３ 採石は地元の土木建築資材として供給し、従業員にできるだけ地元住民の雇用を配慮している

針 ４ 開発区域周囲の森林は保全林として残置し、既開発地に沈砂池や貯水施設を整備し法面緑

化その他防災等に十分配慮した計画設計とした。

５ 周辺地元住民の開発同意を得るとともに、保全対策について町と協定を締結した。

地 類 区 分 山 林 農 地 宅 地 官有地 その他 計

今回 面積(ha) 2.2179 5.0577 7.2756

開 申請 比率(％) 30.5 69.5 100.0
発
対 将来 面積(ha) 4.2000 4.2000
象
区 計画 比率(％) 100.0 100.0
域
の 面積(ha) 6.4179 5.0577 11.4756
現 計
況 比率(％) 55.9 44.1 100.0

標高４５０ｍ～４９０ｍ 針 マツ ２０～４０年 ３０％
地 況 ・ 林 況 （地況） （林況）

緩傾斜地 花崗岩 広 ナラ ２０年 ７０％

地類別区分 山 林
その他

開発行為 残 置 す る 計 合 計
の 面 積 (既開発地)

土 用途区分 (A) 面積(B) 比率(%) (A+B=C) (D) (C)+(D)

地 今 既 開 発 地 (0.4511) (0.4511) (5.0577) (5.5088)
の 回
利 申 採石計画地 1.4932 0.2736 1.7688 1.7668
用 請
計 小 計 1.4932 0.7247 2.2179 5.0577 7.2756
画

将来 第Ⅱ期採石
4.2000 4.2000 4.2000

計画 計 画 地

合 計 5.6932 0.7247 6.4179 5.0577 11.4756

主 要 施 設 及 び 工 種 概 要

（工種） （今回申請箇所は平成14年～18年の５ヶ年計画、将来計画は平成19年から約１０ヶ年計画とする）

廃水処理施設 内水ピット２基、廃水処理装置１式、シックナー１基、

沈砂池 フィルタープレス（ヘドロ処理）８基

堆砂土砂施設 廃水については、区域内に沈砂池を作り排水処理する。
法面緑化 表土は区域内の平坦地に一時堆砂し、流出等のないよう土留ブロック積工を行う。
採石施設 採石の最終法面については５ｍ毎に小段を設け客土をして植栽及び法面吹付けを行う。

クラッシャー１基、原石投入ビン２基、１次２次トロンメル各１基
サンドウォッシャー１基、その他

防災施設の維持管理 ・調節池の土砂浚渫、フィルダムのクラック・漏水等の確認。

方法、開発完了後の ・完了後は、月１回の定期巡回のほか、台風等豪雨後、震度○以上の場合は都度緊急パトロール
維持管理方法 を実施し、各防災施設の機能保持を行う。調節池は○年毎に土砂浚渫を行う。

１ 区域内既設ため池の保存
そ の 他 参 考 事 項 ２ ○○水路管理組合との協議調整

３ 公益的機能別森林施業森林区域

開
発
事
業
の
計
画
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申 請 の 要 点

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 設計者、申請者の住所、氏名 １ 全般

(1) 農地、宅地等も含む全体開発計画の概要を

２ 開発対象区域の場所 明らかにしてください。

(2) １年以上長期にわたる場合には期別計画の

３ 計画の方針 概要を添付してください。（年度毎）

(3) 採石、砂利採取等将来にわたる全体計画が

４ 開発対象区域の現況 あるものについては、「開発対象区域の現況」欄

及び「土地の利用計画」欄並びに、「開発事業

５ 土地の利用計画 の計画」欄を今回申請分と将来計画分に分けて

記載してください。

６ 開発事業の計画

事業の全体計画の概要 ２ 「開発対象区域の場所」欄

期別計画の概要 農地、宅地を含む事業区域すべての場所に

防災施設等の概要 ついて記入してください。

防災施設等の設計根拠

３ 「計画の方針」欄

７ 防災施設の維持管理方法、開 基本方針については、計画、設計にあたって

発完了後の維持管理方法 の基本的な考え方及び地元住民、地域産業と

の関連、そのほか防災、水資源確保、環境保全

８ その他特に留意した事項 等の観点から見た事業計画の基本的事項につ

いて概略等を記載してください。

別に事業内容を詳しく説明した計画書等があ

る場合は添付してください。

４ 「開発対象区域の現況」欄

(1) 「地況、林況」欄には、代表的な地況の概要

及び針葉樹、広葉樹別に概略の樹種、林齢、面

積（又は割合）等について記載してください。

なお、 開発対象区域に保安林を含む場合

は、地類区分に保安林を追加して山林とは別に

記載してください。(保安林は許可対象森林には

〈添付書類〉 含みません。)

１ 開発事業区域内土地明細表 (2) 「面積」欄

付属表Ⅰ（森林） ア 現況全体面積の積算方法の根拠を明らか

付属表Ⅱ（その他） にしてください。

（筆数が多い場合） イ 農地については転用許可申請面積との関

連、官有地については公共財産用途廃止申

２ 事業計画の基本方針 請面積との関連について確認できる資料を添

（詳細に補足するものがある場合） 付してください。

ウ その他面積については、その内訳を確認で

３ 期別の計画概要 きる資料を添付してください。

（計画が１年以上の長期にわたる

場合）
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５ 「土地の利用計画」欄

(1) 用途区分には、学校、産業廃棄物処理分場、

レジャ－施設、工場又は事業場、住宅団地、造

成森林等開発目的の主要造成用途を記入し、

その区分毎に整理してください。

なお、「開発対象区域の現況」欄の山林の面

積と「土地の利用計画」欄の山林の計面積(Ｃ)及

び、「開発対象区域の現況」欄の合計面積と「土

地の利用計画」欄の合計面積は一致します。

(2) 「開発行為の面積」計（（Ａ）の合計）は申請書

（様式第１号）の「開発行為に係る森林の土地の

面積」と一致します。

(3) 残置又は造成する森林の比率は基準（Ｐ.７

表１）を満たすよう計画してください。

(4) 別荘地、住宅団地等の場合は、分譲に係る森

林緑地の面積についても記入してください。

(5) 洪水調節池の湛水区域は、開発行為面積に

含まれるので注意してください。

(6) 森林率は計の欄に造成森林を加えた数字を

記入し、その率を算出してください。

なお、宅地の場合、森林率には造成緑地の

面積も含みます。

６ 「開発事業の計画」欄

主要施設及び工種欄には次のような計画区

分をして、主要な施設及び工種ごとにその名

称、計画数量（○○ホール、○○基、 ○○ヵ

所、○○戸、○○メートル、○○本等）及び工法

等の概要を記載してください。

① 開発事業目的の計画

② 防災施設等の計画

③ 代替施設の計画

④ 一時利用の計画

⑤ その他の計画

なお、道路の開設、改築だけの場合には延

長、幅員、待避所、車廻しその他の主要工事の

概要について記載してください。

７ 「防災施設の維持管理方法、開発完了後

の維持管理方法」欄

整備した防災施設について、土砂撤去や巡

視等の完了後の維持管理について記載してくだ

さい。

８ 「その他の参考事項」欄

当該開発事業の計画にあたって特に留意した

事項等について記載してください。
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申 請 の 要 点

（参考様式２－１）

開発事業区域内土地明細表

所在場所 地目 筆毎の面積 土地所有者
番

市 大 地 登 現 登 実
号 町 字 住 所 氏 名

村 字 番 記 況 記 測

１ 乙川 丙原 丁沢 ２ 山林 山林 1.2345 .2345 ○……… ○○ ○○

２ 乙川 丙原 丁沢 3-1 山林 山林 0.1234 .3210 ○……… ○○ ○○

計 ３字 12筆 .3146

左記以外の権利者

権利 備 考
の 住 所 氏名
種類

抵当権 △……… ◇ ◇

（注）１ 開発面積の詳細を「付属表」にまとめること。

２ 字毎に字計、表毎に小計を出し、最後に合計数字を記入すること。
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申 請 の 要 点

（参考様式２－１） 開発事業区域内土地明細表

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 事業区域内の全ての土地に １ この表と同意書を対比できるよう、番号一

関する所在場所、地目、面積、 つに土地１筆を対応させ、事業区域内の

土地所有者の住所氏名、 全ての土地について記入してください。

施行の妨げとなる権利の種類、

施行の妨げとなる権利を有する ２ 所在場所は地番まで、面積はヘクタール

者の住所氏名 単位で小数第４位まで記入してください。

３ 字毎に字計、頁毎に小計を記入し、最後

に合計数字を記入してください。

（○大字、○字、○筆、○.○○○○ｈａ）

４ 所有権の他、開発行為の施行の妨げと

なる権利がある場合には、権利の種類と

権利者の住所、氏名も記入してください。
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記 載 例

（参考様式２－１－１）

付属表Ⅰ（森林）

１５年生以下の森林 (㎡) １５年生を超える森林 (㎡) 森林面積 造成 造成 林 況
森林 緑地 備考

開発面積 残置面積 小計 開発面積 残置面積 小計 計 (㎡) 面積 面積 人天別 樹種 林齢

（㎡） （㎡）

人工林 スギ ７ 平成１２年
１ ３，１４２ １，４１４ ４，５５６ ６，０５７ １，７３２ ７，７８９ １２，３４５ ９，１９９ ０．０００ 度造林

天然林 コナラ ２８ 補助事
業実施

２ ３，２１０ ３，２１０ ３，２１０ ３，２１０ 天然林 アカマ ３５

ツ

３，１４２ １，４１４ ４，５５６ ３９，４４７ ３５，７９１ ７９，７９４ １６，５８３ ０．０００

（注）１ 「開発事業区域内土地明細表」のうち現況森林部分についてのみまとめること。
２ １５年生以下、１５年生を超える森林の区分は、開発目的が「別荘地、スキー場、ゴルフ場、宿泊
施設・レジャー施設、太陽光発電設備の設置」の場合のみ行うものとし、他は１５年生以下の欄に
記入すること。

３ 各面積は、１枚毎に小計を出し最後に合計を記入すること。

４ 備考欄には、林業投資状況等を記入すること。

（参考様式２－１－２）

付属表Ⅱ（森林以外）

土 地 面 積 区 分 （㎡）
明細表 造成森林面積 造成緑地面積 備 考
番 号 開発面積 残置面積 計 （㎡） （㎡）

３ ２，２３６ ２，２３６ １，７３２ ５０４

７ ８，６２０ １，０１３ ９，６３３ ４５７

計 １１，５９６ １，７５６ １３，３５２ １，７９１ １，７７０

（注）１ 「開発事業区域内土地明細表」のうち森林以外部分についてのみまとめること。
２ 各面積については、１枚毎に小計を出し最後に合計を記入すること。

土 地

明細表

番 号
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申 請 の 要 点

（参考様式２－１－１） 付属表Ⅰ（森林）

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

事業区域のうち森林について、筆 １ 土地明細表番号は、参考様式２－１「開

毎に次の項目 発事業区域内土地明細表」番号欄の数字

を記入してください。

１ １５年生以下の森林、１５年生

を超える森林別の面積 ２ 審査基準の残置森林率に用いる「残置

森林」は１５年生を超える森林を指すの

２ 開発に係る部分、残置する部 で、森林の筆毎に１５年生以下とこれを超

分別の面積 えるもの別の面積を記載し、さらに、それ

ぞれの開発面積と残置面積を記載してく

３ 造成する森林又は緑地面積 ださい。

４ 林況 ３ 造成森林面積欄、造成緑地面積欄には

森林の土地の形質を変更した後森林や緑

５ 林業投資状況 地に造成する場合の面積を記入してくだ

さい。

４ 備考欄には補助事業等林業に関する

投資状況を記入してください。

５ 字毎、頁毎に小計を記入し、最後に合

計を記入してください。

参考様式２－１－２ 付属表Ⅱ（森林以外）

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

事業区域のうち森林以外の土地 １ 土地明細表番号は、参考様式２－１「開

について、筆毎に次の項目 発事業区域内土地明細表」番号欄の数字

を記入してください。

１ 開発に係る面積、残置面積、

造成森林面積、造成緑地面積 ２ 字毎、頁毎に小計を記入し、最後に合計

を記入してください。
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記 載 例

（参考様式３）

残置森林等保全管理計画概要書

１ 残置又は造成する森林、緑地の場所及び面積

森 林 緑 地
区 分 面 積 計

市町村・大字・字・番地 面 積 市町村・大字・字・番地 面 積

字丁沢1､2､3､16､17 (ha) (h (ha)
残置する 字松ノ下11､28 a)

15.8705 15.8705
－

字唐山30､31 (ha) (h (ha)
造成する 字松ノ下29､7ｰ1 a)

1.9668 1.9668
－

(ha) (h (ha)
面 積 計 a)

13.8373 13.8373

２ 権利の取得状況
○年○月○日 当会社所有地として移転登記済

（ただし、農地については同意まで。所有権取得は農地転用許可後）
別紙同意書、売買契約書、登記事項証明書のとおり

３ 造 成 計 画
畑地跡(0.7813ha)については、スギを３,０００本／ヘクタール植栽する。
土取場（資材置場）跡、原野(1.1855ha)についてはアカマツを５,０００本／ヘクタール植栽する。
なお、一部ヤシャブシ等肥料木を混植する。

４ 保全管理計画
(1) 地元との保全管理協定を締結するとともに、現地に当社の管理事務所を設置し、巡視員を
配置する。

(2) 残置又は造成する森林について、除草、下刈り、病虫害防除等維持管理を実施する。
(3) 施工後２年間は造成森林（造成緑地）箇所について、毎年○月末までに活着状況等について
調査を実施し農林事務所へ報告を行う。

（注）１ 「権利の取得状況」欄は、残置又は造成する森林（緑地）に関する具体的権利名を記載してください。

なお、既に権利を取得している場合にはそれを証する書類を添付してください。

また、権利を取得していない場合は権利取得の見通し等について記載してください。

１ 「造成計画」欄には植栽樹種、本数、張芝等具体的な施行計画の概要について記載してください。

３ 「保全管理計画」欄には、森林及び緑地の維持管理を図るための措置を記載してください。

また、施工後２年間は緑化状況を確認することとし、その具体的方法について記載してくだい。

なお、既に「地方公共団体等」と協定をしている場合にはその写しを添付してください。
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申 請 の 要 点

（参考様式３） 残置森林等保全管理計画概要書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 残置又は造成する森林、緑地 １ 「残置又は造成する森林、緑地の場所及び

の場所及び面積 面積」欄

面積は、計画説明書（様式２）「土地の利用

２ 権利の取得状況 計画」欄で記載した面積と一致します。

３ 造成計画 ２ 「権利の取得状況」欄

（面積、植裁樹種本数等） 残置又は造成する森林（緑地）に関する具体

的権利名を記載してください。

４ 保全管理計画 なお、既に所有権等権利を取得している場

合は、それを証する書類を添付してください。

また、権利を取得していない場合は、権利取

得の見通し等について記載してください。

３ 「造成計画」欄

植栽樹種、本数、張芝等具体的な施工計

画の概要を記載してください。

４ 「保全管理計画」欄

維持管理計画について具体的に記載してく

ださい。

また、施工後２年間は緑化状況を確認するこ

ととし、その具体的方法について記載してくだ

さい。

なお、既に関係地方公共団体等と維持管理

に関する協定を締結している場合は、その写し

を添付してください。また、未締結の場合には

その見通しについて記載してください。

５ その他

分譲別荘地、住宅団地で分譲区画内に残

置森林等がある場合には、その面積の内訳を

明らかにするとともに、分譲後所有権が移転し

ても保全計画の趣旨が遵守されるよう措置し、

その裏付資料を添付してください。

（市町村との建築協定の締結や分譲契約の

約款等）
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記 載 例

（参考様式３－１）

残置又は造成する森林（緑地）の

維 持 管 理 に 関 す る 協 定 書

○○地区で行う森林法に基づく開発行為により、残置又は、造成する森林（緑地）の維持

管理について、下記のとおり協定いたします。

協定年月日 ○年 ○月 ○日

住所 福島市○○町○○番地

開発行為者 ○○株式会社
氏名

（甲） 取締役社長 ○○太郎

住所 甲山郡乙川村大字丙字丁○番地
市 町 村 長

（乙） 氏名 乙川村長 丙 山 二 郎

記

区域の場所及び事業名称 甲山郡乙川村大字丙原字丁沢２番地 外 ○○ゴルフ場造成

① 当地域の自然環境と生活環境の調和ある開発を図るため、残置する森林等は
共通的事項 甲の責任において将来ともこれを保存し、善良な維持管理を行うものとする。

② 当該森林の土地及び使用の権利を他に譲渡する場合甲は、事前に乙と協議
するものとする。

① 残置する森林のうち特に公益的機能別施業森林区域については、甲の責任に
おいて積極的に維持増進を図るとともに、甲は乙の指導を遵守し森林施業（植栽､

森 林 保育等）を行うものとする。
② 区域内既存ため池の周辺部残置森林についての森林施業（植伐）に当たって
は、当該ため池の管理者及び水利権者と事前に協議するものとする。

緑 地 緑地については、甲の責任において良好な維持管理を行うとともに、甲は乙の指
導を遵守するものとする。

（注） 残置又は造成する森林（緑地）の永続的な維持管理のために必要となる次に掲げる事項を協定してください。

１ 管理責任

２ 当該森林（緑地）についての権利及びその譲渡、承継等にあたって維持管理に支障を生じさせないための措置

３ 森林（緑地）機能の維持増進を図るための措置

４ 立木の伐採及び植栽、保育等の施業の取扱い

５ その他必要な事項
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申 請 の 要 点

（参考様式３－１） 残置又は造成する森林（緑地）の維持管理に関する協定書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 協定者の住所、氏名 １ 残置森林等の永続的な維持管理のために

必要となる次に掲げる事項を協定してくださ

２ 協定の対象となる土地の所在 い。

及び事業の名称 (1) 管理責任

(2) 当該森林（緑地）についての権利及びその

３ 協定の内容 譲渡、承継等にあたって維持管理に支障を生

じさせないための措置

(3) 森林（緑地）機能の維持増進を図るための

措置

(4) 立木の伐採及び植栽、保育等の施業の取

扱い

(5) その他必要な事項
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記 載 例

（参考様式４）

一 時 利 用 計 画 概 要 書

１ 利用場所 ２ 利用目的

甲山郡乙川村大字丙原字丁沢地内 土取場、埋立地、工事資材置場

３ 利用面積（開発行為に係る）

森林に係る面積 1.1855ha
全体面積 1.9668ha

森林以外に係る面積 0.7813ha

４ 利用期間

着工後 16ヶ月 回復期間 利用完了後２ヶ月

５ 利用計画の概要

（１）開発行為の内容 切土（１ヶ所）35,000m３ 湿田埋立（２ヶ所）8,300m３

土取 35,000m３はクラブハウス進入路用盛土
（２）利 用 方 法 1.1827ha

土取後は資材置場 現場仮小屋４棟を設置

埋立地は資材置場（２ヶ所）0.784ha

６ 利用後の原状回復方法

現場仮小屋は解体撤去する。

跡地は全面に厚さ50㎝の客土を行い、スギをha当たり3,000本以上植栽する。

（注） １ 「利用面積」欄には、「一時利用の全体面積」と「森林に係る部分の面積」を併記してください。

２ 「利用期間」欄には、「一時利用の予定期間」と「一時利用後の原状回復等のための予定期間」

を併記してください。

３ 「利用計画の概要」欄は、「開発行為の内容」と「利用方法」に分けて、土取、捨土、設置する施設等

具体的な計画内容の概要を記載してください。

４ 「利用後の原状回復方法」欄は、施設の撤去、跡地の埋め戻し、法面の保護、植樹等具体的な方法

の概要を記載してください。

５ 必要に応じ一時利用計画及び原状回復計画の図面（平面、断面、構造図等）を添付してください。
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申 請 の 要 点

（参考様式４） 一時利用計画概要書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 利用場所 １ 「一時利用」とは、資材置場、進入路、迂回

路、残土捨場等の一時的な利用行為をいい

２ 利用目的 ます。

３ 利用面積 ２ 「利用目的」欄

利用目的が複数ある場合は全て記載してく

４ 利用期間 ださい。

５ 利用の計画の概要 ３ 「利用面積」欄

「一時利用の全体面積」と「森林に係る部分

６ 利用後の原状回復方法 の面積」を併記してください。

４ 「利用期間」欄

「一時利用の予定期間」と「一時利用後の原

状回復等のための予定期間」を併記してくださ

い。

５ 「利用計画の概要」欄

「開発行為の内容」と「利用方法」に分けて

土取、捨土、設置する施設等具体的な計画

内容の概要を記載してください。

６ 「利用後の原状回復方法」欄

施設の撤去、跡地の埋め戻し、法面の保

護、植樹等原状回復のための具体的な方法

の概要を記載してください。

７ その他

必要に応じ一時利用計画及び原状回復計

〈添付書類〉 画の図面（平面、断面、構造図等）を添付して

１ 必要に応じ利用の計画図及び いただくことがあります。

原状回復計画図
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記 載 例

（参考様式５）

資 金 計 画 書

下記の通り相違ありません。

○年 ○月 ○日

住 所 福島市○○町○番地
申請者

氏 名 ○○株式会社

代表取締役社長 ○○太郎

設立年月日 昭和元年１月１日 資本金 １５０，０００千円
概

法令による登録等 ○○株式会社 ゴルフ場の建設及び経営

従業員数 ７８人（うち土木建築関係技術者１５人）

前年度事業量 １７，９７５，２００千円 うちゴルフ場関係 ２，７６７，５００千円

要
主たる取引銀行 甲井銀行、乙井銀行

１ 自己資金 ５８０，０００千円 ３ その他

２ 融資金額 ７８６，０００千円 借入金 ２００，０００千円

計 １，５６６，０００千円

１ 用地費 １５０，０００千円

２ 土木費 １，０５４，０００千円 ５ その他

３ 防災費 アセス、その他 ３４１，０００千円

上記内数（３００，０００千円）

４ 附帯費 ２１，０００千円 計 １，５６６，０００千円

今

回

申

請

事

業

経

費

事

業

収

支

計

画

書

収

入

の

部

支

出

の

部
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申 請 の 要 点

（参考様式５） 資金計画書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 申請者の概要 １ 「概要」欄

(1) 法令による登録等欄には、法人登記並び

２ 開発行為に要する資金の額及 に宅地建物取引業法による免許、建設業法

び資金の調達方法 による建設業者登録等による商号、事業目的

等を記載してください。

(2) 前年度事業欄には、会社の全事業費を計

上するとともに、その内の申請事業の支出経

費（実績）を並記してください。

２ 「今回申請事業経費」欄

(1) 融資金額欄には、金融機関からの融資額

を計上してください。

＜添付書類＞ 個人または、親会社、関連会社から資金の

※ 申請書の添付書類と同じ場合 調達を受ける場合は、借入金として計上してく

は省略可 ださい。

１ 概算設計見積書 (2) 借入金については、貸付者（会社）の貸付

能力及び貸付条件等を明らかにするため、貸

２ 預金残高証明書、融資証明書 付者の預金残高証明、事業決算書（実績）、

等 議事録等の裏付け書類を添付しその実現性

を明らかにしてください。

３ 貸借対照表、損益計算書等 (3) 預金残高証明については、最近のものと

し、（原則として申請前３カ月以内）２つ以上の

４ 納税証明書 金融機関にわたる場合は、同日付けの書類を

準備してください。

５ 事業経歴書 (4) 原則として、売上げ等今後の事業収入見

込みなど不確定な収入は、収入の部に計上し

６ 法人の登記事項証明書 ないでください。

７ 定款（法人の場合）

８ 住民票等（個人の場合）

９ その他、関係議事録等
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記 載 例

（参考様式９）

公共施設管理者の同意書

様

○年 ○月 ○日

住 所 甲川郡乙川村
公共施設管理者

氏 名 乙川村長 ○○○○

貴殿が（○○地区）で森林法に基づく開発行為を行うことについて、開発区域予定地内に存する下

記公共施設については、当該開発行為の設計に従い設置されることに同意します。

記

公共施設名 所 在 措 置 条 件 等

１ 村道○○線 乙川村大字丙原字山入 村職員立会いのもとに境界を明確

２ 上水道施設 〃 字入沢 にし村の指示に基づき公用廃止の所

〃 字井出水 定の手続きをすること。

村営上水道からの受給水施設工

事にあたっては、水源の拡充、本管

の改良負担額等について別途協定

によるものとする。
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申 請 の 要 点

（参考様式９） 公共施設管理者の同意書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 公共施設名 １ 開発行為に係る工事によって開発区域内における

既存の公共施設（道路、水路上水道、電気ガス等）の

２ 施設の所在場所 機能に支障が生ずることのないよう、あらかじめ、当該

公共施設管理者の同意を得ることとしたものです。

３ 措置条件

２ 必要に応じ確認の図面を作成していただくことが

あります。
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記 載 例

（参考様式１１）

公共施設管理予定者との協議書

○ 年 ○月 ○日

福 島 県 知 事 様

住 所 福島県○○町○○番地

申請者 ○○株式会社
氏 名

代表取締役社長 ○○太郎

（○○地区）で行う森林法に基づく開発行為に関する工事により設置される公共施設等について、

当該公共施設管理予定者と下記のとおり協議しました。

記

１ 協議一覧表

概 要 公 共 施 設 管 理 予 定 者
協 議 事 項

幅員寸法 延 長 面 積 （ 協 議 の 相 手 方 ）

道 路 施 設 ８ｍ 1,253ｍ 1,1984㎡ 乙川村長 ○○○○

河川、水路施設 － － － －

φ100m 1,850ｍ 道路下
水 道 施 設 m

2,100ｍ 埋 設
φ80mm

農業用排水施設 ３ｍ 85ｍ 425ｍ 乙沢土地改良組合 組合長 ○○○○

た め 池
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記 載 例

２ 公共施設管理予定者との協議経過

（乙川村大字丙原字山入字入沢）
公共施設の名称

道路施設（代替道路）

協 議 事 項 協 議 内 容 協 議 結 果

１ 路線々形の選定 ・路線位置は村の指示による。
設 計 ２ 構造の基準等 ・設計は会社が行い、道路構造令及び村の指

示に従うものとする。

１ 管理区分 ・当該道路に接続する農道等取付した部分の管
維 持 管 理 理は既往の管理者において行うものとする。

・村道の認定した範囲については、村が管理す
２ 管理責任 るものとする。

１ 道路敷地 ・道路敷地については、完成後村に帰属するも
土地の帰属 のとする。

２ 敷地の範囲 ・両者協議の上決定する。

１ 用地取得費 ・農道取付部の用地は村の負担とする。その他
費用の負担 用地は会社負担。

２ 工事費

・造成計画の細部事項については、別途に村と
そ の 他 協議協定 会社の間で協定を締結すること。

協 議 年 月 日 ○年 ○月 ○日

住 所 ○○市○○町○番地

開 発 行 為 申 請 者

氏 名 ○○株式会社 代表取締役社長 ○○太郎

住 所 甲川郡乙川村

公共施設管理予定者

氏 名 乙川村長



- 68 -

申 請 の 要 点

（参考様式１１） 公共施設管理予定者との協議書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 協議事項 １ 開発許可申請者が設置（建設）する公共

施設について、完成後に国又は地方公共

２ 協議概要 団体、及び団体等が管理者となる場合に、

両者の合意内容を明らかにすることで、完

３ 公共施設管理予定者名 了後も適正に管理されることを確認するた

めのものです。

４ 協議経過

２ 必要に応じ確認の図面を作成していた

だくことがあります。
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記 載 例

（参考様式10）

用 排 水 施 設 管 理 者 の 同 意 書

○年 ○月 ○日

○○株式会社

取締役社長 ○ ○ ○ ○ 様

住 所 甲山郡乙川村大字丙原
施設管理者

山中溜池管理組合
氏 名

組合長 ○ ○ ○ ○

貴殿が（○○地区で）森林法に基づき、○○○○を目的とする開発行為を行うことによる用

排水については、下記の措置条件に従い用排水することに同意します。

記

施 設 名 所 在 措 置 条 件

山 中 溜 池 甲山郡乙川村大字丙原字山中沢 １ 溜池に土砂の流入等当該施設の機能を

損なうことのないよう十分な防災対策を

講ずること。

２ 開発に伴い、又は開発に関連して当該

施設に損害が生じた場合は、速やかに補

償措置を講ずること。

３ 当該施設の維持管理に支障の生じない

よう措置すること。

４ 開発区域内における、汚水又は雑排水

が流入しないよう又は汚水処理施設を完

備したうえで排水する等の措置を講ずる

こと。
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申 請 の 要 点

（参考様式１０） 用排水施設管理者の同意書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 施設名 １ 開発区域内の雨水、汚水、雑排水等の処理をする

場合や取水する場合などは、区域内外の既設水路

２ 施設の所在 等に種々影響を及ぼすので、あらかじめ、当該管理

者の同意を得ることとしたものです。

３ 措置条件

２ 措置条件に、別途協定等の締結がある場合は、

その内容を示してください

３ 必要に応じて確認の図面を作成していただくこと

があります。
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記 載 例

（参考様式７）

水 利 用 実 態 整 理 表

水 の 確 保

水源等の 水源等の所在 貯水池、導水路改良等が
利 用 実 態 水の 確保 対策

種 類 及び管理者 ある場合の施設の概要

ため池 乙川村 周辺農家がかんが 区域内に、新たに貯水 貯水容量1,000トンを確

大字丙原 い用の水源として 池を設置する。 保する。

丙原ため池 使用している。 なお、丙原ため池管理 （図面NO.15～18）

組合 組合の同意を得てい

る。

井戸 福島太郎 利用実態なし 特になし

（一次放流先における水利用者との協議状況）

丙原川から農業用水として取水している、12名全員の同意を得ている。

水 質 悪 化 の 防 止

対策 有 る 場 合 の 対 策 等
の必
要性
有無 水 質 悪 化 防 止 措 置

放流する河川は、周辺農家のかんがい用の水源となっているので、沈砂池を設置し濁水
有

の流入を防止する。（図面NO.21～24）
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記 載 例

（参考様式12）

水 利 権 者 の 同 意 書

○年 ○月 ○日

○○株式会社

取締役社長 ○ ○ ○ ○ 様

住所 乙川村大字丙原字丁沢12番地
水利権者 藤田川水利組合長

氏名 乙 川 一 郎

住所 乙川村大字丙原
水利権者 山中溜池管理組合長

氏名 原 野 二 郎

住所 乙川村大字丙原字丁沢12番地
水利権者 丙原地区区長

氏名 甲 山 三 郎

貴殿が（○○地区で）森林法に基づき、○○○○を目的とする開発行為を行うことによる水利に

ついては、下記の措置条件により同意します。

記

施 設 名 所 在 措 置 条 件

藤 田 川 乙川村大字丙原地区 開発区域から放流する場合の条件事項
用水 １ 雨水以外の排水については、環境基準

山中溜池 に従った浄化措置を講ずること。
２ 開発に伴う水害が発生しないように区
域内で対策を講じること。

３ 下流農業用水の確保に支障が生じない
ように措置すること。

４ 開発に伴う又は、関連した災害等が生
じた場合は、速やかに補償措置を講じる
こと。

５ 村を立会者として別途細部事項につい
て協定すること。
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申 請 の 要 点

（参考様式７） 水利用実態整理表

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 区域内に存する水源等 １ 開発区域内に存する水源（ため池、貯水池、河川

等）の有無について記入してください。（無い場合

２ 水の確保対策 「無」と記入）

２ 水源が埋没してしまう場合等の、水の量的確保に

３ 水利権者との協議状況 関する対策を具体的に記入してください。

３ 放流先の河川等における水利権者との協議状況

４ 水質悪化の防止対策 を記入してください。

４ 周辺における水利用実態からみて、土砂の流出

<添付書類> による水質悪化を防止する必要がある場合には、

水利用状況のわかる図面 その防止措置を記入してください。

参考様式１２ 水利権者の同意書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 施設名 １ 水の確保は住民の生活及び産業活動に直結する

問題であることから、あらかじめ、水利権者との間で

２ 所在 十分協議調整が図られれているかどうかを確認する

ためのものです。

３ 措置条件 ２ 開発区域内外の河川、水路、溜桝、及び周辺の

農耕状況等について十分調査検討し、開発に伴う

紛争が生じないよう調整してください。

３ 水利権の取得範囲は、１次放流点（他の流域と合

流する地点）までとします。

４ 水利権者が土地改良区又は水利組合以外の場

合には、個人毎の同意を取得してください。

５ 許可水利権の他、慣行水利権者についても同意

を取得してください。

６ 水利権の内容（発電、農業、漁業用等の利用目

的）及びその区域範囲について確認できる資料を

整理してください。

７ 必要に応じて確認の図面を作成していただくこと

があります。
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記 載 例

（参考様式１３）

環境保全に関する協定書

森林法に基づく開発行為の施行地区並びにその周辺地区の環境を保全するための措置について、

下記のとおり協定する。

協定年月日 ○年 ○月 ○日

住 所 甲戸市乙崎町15番
開発行為者 甲木産業株式会社
（甲） 氏 名 取締役社長 甲木五郎

住 所 乙岡市丁戸町１９番地
市町村長
（乙） 氏 名 乙岡市長 乙崎太郎

開 発 行 為 の 場 所 乙岡市丙沢字甲水４３番地

開発行為の目的 、 名称 食品工場造成

協 定 事 項 協 定 内 容

１ 施設の新増設等 甲は公害発生のおそれがある生産施設及び公害防止施設を増設又
は変更使用とするときは、あらかじめ乙にこれらの施設の種類、構造、
使用の方法等並びに公害防止計画を提出し、甲乙協議の上環境保全
に万全を期するものとする。

２ 具体的対策 この事業活動に伴う環境保全対策は次のとおりとする。
１ 大気汚染防止対策

２ 水質汚濁防止対策
３ 産業廃棄物の処理対
策 ３ 騒音防止対策

４ 公害防止施設の管理 ４ 災害防止対策 （開発行為終了後に、人的・自然的により発生した
事業区域外へ土砂流出等による被害への対応策）

５ 事故時の措置

６ 損害賠償

７ 報告及び立入調査

８ 承継

９ その他
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申 請 の 要 点

（参考様式１３） 環境の保全に関する協定書

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 開発行為の場所 １ 地域住民の生活及び産業活動に配慮されている

ことを確認するためのものです。

２ 開発行為の目的・名称

２ 開発対象地の市町村の土地利用計画、指導方

３ 協議事項 針を確認して、必要に応じ開発行為終了後の安全

面や防災面も含め、協定が必要な場合に締結してくだ

４ 協定内容 さい。
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記 載 例

（参考様式８）

開 発 行 為 同 意 書

○年 ○月 ○日

○○株式会社

取締役社長 ○ ○ ○ ○ 様

貴殿が（○○地区）で森林法に基づき、○○○○を目的とする開発行為を行うことについて異議な
く、その施行について同意します。

土地の権利関係者

権 利 の 同 意
所在及び番地 地 目 地 積 同意者の住所氏名 印 共有関係

種 別 年月日

乙川村大字丙原 甲沢市乙水字丙南
山 林 2,059m２ 所 有 権 ○,○,○ 印 個人

字丙滝25-1 15-1 ○○花子

※ 開発行為に係る森林の場合は、印鑑登録証明書を添付してください。

（注）「権利の種別」欄には所有権、地上権、抵当権、賃貸借権等権利の種別を記入すること。
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申 請 の 要 点

参考様式８ 開発行為同意書

明示する事項 図 面 の 縮 尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 同意者名 １ 申請者が私法上の開発行為者となりうるか（事業の確実性）を確

認するためのものです。

２ 同意する土地の ２ 当該開発事業区域内における開発行為の妨げとなる権利を有す

所在場所 る者全員の同意書を提出してください。

なお、土地登記事項証明書（申請日前３ヶ月以内のもの）、印鑑

３ 地目 登録証明書（同意年月日から３ヶ月以内のもの）及び、登記所備え

付けの公図写し（開発対象区域を朱線で囲み表示したもの）を添

４ 地積 付してください。

また、未登記ではあるが売買契約等により既に所有権等を有し

５ 土地に関する権利 ている場合には、売買契約書写等それを証明する書類を添付して

ください。

６ 同意年月日 ３ 「施行の妨げとなる権利者」とは、開発事業区域の土地に関し

て、所有権、地上権、永小作権、地役権、入会権、先取特権、質

権、抵当権、賃借権を有する者のうち対抗要件を具備している者

〈添付書類〉 及び土地が保全処分の対象となっている場合にはその保全処分

１ 開発事業区域内 をした者をいいます。仮登記についても、権利者から同意を得る若

土地明細表及び附 しくは登記の抹消手続きを行ってください。

属表 ４ 財産区の同意については、地方自治法第２９６条の５第２項の規

（参考様式２－１） 定により予め知事に協議しその同意を得なければなりません。

（参考様式2-1-1） また、市町村条例に基づく手続き（財産区管理会の同意書等）

（参考様式2-1-2） も併せて行ってください。

５ 財産区以外の共有地等の同意については、共有者全員の同意が

２ 土地登記事項証 必要となります。（原則として共有地管理組合等の同意では無効）

明書 ６ 相続

（申請日からおおむ (1) 土地登記事項証明書に記載されている権利者が既に死亡して

ね３カ月以内のもの） いる場合には相続登記を完了させるか、相続人全員の同意が必

要となります。なお、この場合家系図及び戸籍謄本等相続関係が

３ 印鑑登録証明書 明らかとなる書類を添付してください。

（開発行為に係る森 (2) 生前贈与等を受けた特別受益者にも相続分が存在する場合も

林のみ） あるので注意願います。

(3) 相続人が未成年の場合には本人直筆の同意書と法定代理人

４ 公図写し （親権者等）の同意書が必要となります。

７ 不在者については財産管理者からの同意が必要となります。

５ その他 なお、管理者が同意をするにあたっては、家庭裁判所の許可が

必要な場合があります。（参考：民法第２５条～第３２条）

８ 申請後、許可までに同意書の内容（土地所有者の異動、新たな

権利の発生等）に異動があった場合には、新たに提出してください。
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記 載 例
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申 請 の 要 点

位置図 （記載例省略）

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 方位 1／50,000 １ 等高線の入った地形図を用いてください。

以上 ２ ［開発対象区域］は農地、宅地等を含む全体の

２ 開発対象区域の位置 対象区域です。

３ 線形を記入する場合、開発する起点及び終点の

３ 道路のみの開発について 位置を明確に示してください。

は線形を表示。 ４ 開発対象周辺区域の道路網、河川、溜池、学校

等公共物及び人家、農耕地等を表示してください。

区域図

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 方位 1／5,000 １ 森林区域のうち「開発する区域」と「残置する区

以上 域」を明示してください。森林以外の区域について

２ 開発対象区域の位置 も同様に「開発する区域」と「残置する区域」を明示

してください。

３ 開発しようとする森林の区 ２ 都市計画区域を含む場合その区域界を示してく

域の位置 ださい。

３ 「開発しようとする森林」とは「残置する森林」及び

４ 開発行為に係る森林の区 「開発行為に係る森林」（実際に土地の形質を変更

域の位置 する森林区域）の区域をいいます。

「残置する森林の区域」は、薄グリーン色でふち

５ 県、市（郡）町村、大字、字 取りし、内側をぼかしてください。

の境界 さらに、残置森林率を算出する必要のある事業

の場合は、残置森林を１６年生以上の森林(薄緑)と

６ 地番界及び地番 １５年生以下(濃緑）に分けて表示してください。

４ 「開発行為に係る森林の区域」は薄黄色でふち

取りし、内側をぼかしてください。

５ 行政区域界は、当該開発対象区域表示に必要

な範囲とします。

６ 地番界及び地番は「開発しようとする森林の区

域」のみについて記載してください。

７ 地番はアラビア文字で記入してください。

８ 官有地（道水路、溜池等）の位置及び当該土地

に係る開発行為の区域を明示してください。
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申 請 の 要 点

現況図

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 方位 1/5,000 １ 地形の標高差が明確に判断できる等高線を入れ

２ 開発対象区域界 以上 て示して下さい。

３ 区域内の ２ 林況は針葉樹と広葉樹に分けて示して下さい。

①地形 ３ 河川、湖沼（溜池）、道路公共建物等についてわ

②林況 かる範囲で、名称又は俗称等を記載して下さい。

③河川、沢、湖沼（溜池） ４ 「周辺」の区域とは、開発により直接影響（防災、

湿地、崩壊地等自然地物 水資源確保、環境保全等）を及ぼす区域です。

④道路、橋、えん堤 ５ 地類区分はできるだけ薄い色を用い色別して下

⑤山林、農地、宅地等の地 さい。

類区分 ６ その他法令等の規制に係る区域又は開発上、手

４ 区域周辺部の人家又は公 続きを必要とする区域についてその位置、範囲を

共施設等 表示して下さい。

流域現況図

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 方位 1/50,000 １ 地形、土地利用区分が明確に判断できる等高線

２ 流域の地形、流域界 以上 の入った地図を使用して作成してください。

３ 区域内の土地利用区分別 ２ 流域現況図は、開発前と開発後に分けて作成し

面積と適用流出係数 てください。

４ 河川の位置 ３ 流量増対策施設を設置する必要が生じた場合で、

５ 開発区域の位置と開発計 河川管理者と協議する必要がある場合は、ネック

画面積。 ポイントの選定について、河川等の管理者の確認

６ ネックポイント （開発によ を受けてください。

り一番影響を受ける地点） ４ 必要に応じて、ネックポイントの断面を示していた

＜添付書類＞ だくことがあります。

１ 水害防止施設の必要性検

討表（参考様式６）。算出根

拠資料も添付してください。

２ 河川等の管理者との協議

を必要とする場合（例 ： 都

市計画区域を含まない場合

で流量増対策を必要とする

場合）はその協議経過書

３ ネックポイント各断面

４ 「水害の防止関係計算結果」
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（参考様式６）

水害防止施設の必要性

区分 開 発 に よ る 流 量 の 増 加 量

地点 流域 流 出 係 数 別 面 積 平 均 到達時間 施設の対応

№ 面積 0.70 0. 0. 0.90 流出係数 流入 流出 計 雨量強度 Ｎ

開発前 19.50 0.7000 10 10
１ 19.50 136.51

開発後 11.33 8.17 0.7838 10 10

開発前 63.14 0.7000 10 3 13
２ 63.14 124.87

開発後 59.47 8.17 0.7758 10 3 13

開発前 133.33 0.7000 10 11 21
３ 130.33 103.71

開発後 122.16 8.17 0.7125 10 11 21

開発前 334.20 0.7000 10 16 26
４ 334.20 94.60

開発後 326.03 8.17 0.7049 10 16 26

開発前

開発後

検 討 表

開発箇所名 深山字麓山 沢、河川等名 深山川支流

施設ネックポイントの流下能力 水害防止施設
流下断面改修 施 設 備 考

1/Nのピー 開 発 に よ る 施設の粗 流 速 Ｂ 対応する施設 の必要性検討
流量の増加量 度 係 数 勾配 の流下可能量 Ｄ≧Ａ 不要 管理者名 （１％の流量増

ク 流 量 ％ （１％？） 径 深 断面積 Ｃ Ｂ×Ｃ＝Ｄ Ｄ＜Ａ 要 解消地点）

5.176 0.013 1 4.263
11.98 1.034 要 ○○町

A 5.796 0.183 33.71 0.242

15.331 0.013 1 8.078
10.82 12.420 要 ○○町

A 16.990 0.436 30.00 1.538

26.282 0.013 1 7.777
1.78 19.847 要 ○○町

A 26.751 0.574 46.67 2.552

61.474 0.020 1 6.392 流量増解消地点
0.70 13.557 要 ○○町 A流域ネック地点

A 61.905 0.539 26.84 2.121 比流量0.04m
3
/s/ha

A

注） １ 調査は、１％の流量増が解消される地点まで実施してください。
２ 上記表の算出根拠資料を添付してください。

※ 記載に当たっては、Ｐ３６「第３ 水害の防止に関する設計上の留意事項」をご覧ください。
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申 請 の 要 点

利用計画図

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 開発対象区域界 1/5,000 １ 切盛図と完成図に分けて作成してください。

２ 切土、盛土、捨土、法面等 以上 ２ 等高線を入れた図面を使用してください。

の施工位置 ３ 切土、土取（薄茶）、盛土、捨土（薄青）をふち取

３ 排水、擁壁、道路、建物等 りし、内側をぼかして着色してください。

の造成施設物の位置 ４ 残置又は造成する森林及び緑地はそれぞれ色

４ 残置又は造成する森林及 別して縁取りし、内側をぼかしてください。

び緑地の位置 ５ 利用計画図の施工位置は、断面図防災設計図

５ 進入路の取付道路名、そ 等と照合できるよう、番号を付する等してください。

の他土地利用の計画位置

法面の断面図 （記載例省略）

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

（横断面図及び縦断面図） １ 切盛計算は原則として横断面法とし測点間隔は

１ 切土、盛土、捨土等により ２０ｍ毎にとってください。また、２のような場合は２０

生じる法面の形状寸法 ｍ以内でもとってください。

(法面の高さ、勾配、土質等) ２ 断面図は高低の著しい箇所及び量の多い箇所

２ 施工前の地盤及び土質 等について作成してください。

３ 法面保護の方法 ３ 土工定規図は切盛工事の基本的な工法を示す

４ 切土、盛土、捨土の工法 ものであるから形状、規格寸法、法面保護の方法

及び土量計算 を明確に図示してください。

４ 切盛等の工法及び土量の計算については別紙と

して作成しても差しつかえありません。

５ 断面位置については利用計画図と照合できるよ

うに、番号を付す等して作成してください。

６ 運土計画がわかる図面を作成してください。大土

工事（法高15m以上となる箇所及び周辺地形上等

から特に災害要因を含む土地の切土、盛土施工

地等）については法面安定計算書を作成してくだ

さい。



- 87 -

記 載 例



- 88 -

申 請 の 要 点

防災施設等の設計図 （防災施設等の構造図については記載例省略）

明示する事項 図 面 の 縮 尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 防災計画平面図 構造図 １ 防災計画平面図（水路系統図を含む）
原則

２ 防災等施設の構 1/100 現況図、利用計画図と照合し、河川、沢、沼などの自然地物
造図（平面、断面 ～1/500 や、保全対象に対する配慮並びに切土盛土施工計画に対応
正面図等） する防災上の平面的位置付けを適切に計画してください。

３ 規格寸法、勾配 (1) 排水、導水路、調節池等の計画については、集水区域、水
各部の名称 路系統を示し、流末は安全な位置（水路、河川等）まで導水処

理がなされる様に計画してください。
４ 構造物設置箇 (2) 地下水の排水については、沢の盛土箇所、湧水のある箇
所に係る前後の地 所、湿地等に暗渠を敷設計画してください。
盤面及び土質 (3) 溜桝については、集水の必要な位置に適切に設置する計

画としてください。
５ 湛水及び堆砂に (4) 擁壁工等については、土砂崩壊、流出防止上適切な位置
係る区域の範囲 に設置計画してください。また、必要に応じ擁壁一覧表を提出

してください。
６ 放流される既設 (5) 工事中の土砂流出対策として特に沢、盛土部のコンクリート
の水路、河川、池 埋設工、砂防ダムその他仮設工作物（木柵、編柵、蛇籠等）の
等の概略構造図 設置計画を示してください。

２ 構造図（断面図、正面図等）

(1) どの地点の構造物であるか、防災計画平面図と照合できる
よう番号等で整理してください。
(2) 擁壁等構造物については、特に、基礎構造、地山への根入
れ深さ、土質等がわかる様に表示してください。
なお、鉄筋コンクリート構造については配筋図を作成してく

ださい。
(3) 水路構造物については、その目的に適応した規格、構造で
あるものを計画してください。
(4) 水路勾配が急すぎて、水路表面の磨耗や先掘が生じないよ
うに水路勾配を調節してください。
(5) 暗渠排水については、維持管理に必要なマンホール等の設
置を計画してください。
(6) 盛土と残流域の地山には溜水が生じないように集水桝等に
より適切に排水されるよう計画してください。
(7) 暗渠等の有孔管については、フィルターを巻いた構造で設
計してください。
(8) 規格製品を使用する場合は、その名称、標準図等を提示し
てください。
(9) 貯水、貯砂にかかる施設に関しては、その容量を算出した
根拠を提示してください。
(10) 調節池等の余水吐は、原則として開渠として地山に設置し
てください。
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設計根拠資料 （記載例省略）

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 構造決定に係る計算基 １ 壁体構造物については、必要に応じて破壊、滑動、

礎 転倒、沈下等に対しての安定計算を行ってください。

２ 原則として直高１５ｍ以上になる切土、盛土法面

２ 安定計算基礎資料 については、すべり面に対する安定計算内容を添

付して提出してください。

３ 流量の計算基礎 （特に計画区域外に面する部分。）

３ 排水施設については、集水区域の区分、設計降

４ その他、設計上の根拠とな 雨強度、流出量、流量断面等の設計内容等を示し

る資料（仮設の施設を設置す てください。

る場合はその内容も記載して ４ 調節池等については、ダム体の安定性及び貯水、

ください。） 貯砂容量、オリフィス、余水吐能力並びに下流河

川水路等の流下能力について計算してください。

５ 調節池等の設置箇所に既設の農業用利水ため

池等があった場合、その対象内容を確認してその

容量を盛り込んでください。

６ 土砂の流出量については、施工中、施工後に分

けた量についてその根拠を示してください。

７ ＪＩＳの規格品、又は学会等の標準タイプによる設

計については、必要に応じ設計基礎資料の提出を

求めることもあります。

８ 擁壁、防災ダムについては必要に応じ一覧表に

とりまとめ、土地利用計画図等と照合できるように、

番号等で整理してください。

９ 重要工作物の設置箇所については、基礎地盤調

査を行い、その安全性を示してください。

建築物等の概要図 （記載例省略）

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 外観上の形状、規格寸法 １ 周囲環境及び景観上の問題点をチェックする判

等概要 断資料として用います。

２ 住宅用地等の場合は、その代表的なものについ

て作成してください。

３ 建築位置については、土地利用計画図で照合で

きるようにしてください。

４ 景観条例等で規制がある場合は、それを遵守し

た計画にしてください。
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申 請 の 要 点

盛土施工工程図例

順序 施 行 施 工 図

Ⅰ 伐 開

掃 除

段 切

Ⅱ 排 水 施 設

管暗渠（有孔管）伏設

フィルター材巻立

集 水 枡 の 設 置

流 末 の 処 理施 設

Ⅲ 土 留 擁 壁 工

法 留 コ ン ク リ ー ト
擁 壁 設 置

埋 設 コ ン ク リ ー ト
擁 壁 設 置

Ⅳ 盛 土 工 の 開 始

集 水縦 桝 の 設 置

土えん提の設置①

第 １ 、 ２ 回 の盛土

Ⅴ 埋 設 コ ン ク リ ー ト
擁 壁 増 設

集 水縦 桝 の 設 置

第 ３ 、 ４ 回 の盛土

土羽及び法面緑化

Ⅵ 集 水縦 桝 の 設 置

第 ５ 回 最 終 盛 土

法面排水工の設置
及 び 緑 化

Ⅶ 完 成
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申 請 の 要 点

開発行為の工事工程

明 示 す る 事 項 図面の縮尺 作 成 上 の 留 意 事 項

１ 主要工種毎の具体的な実 １ 施工期間が１年以上の長期にわたる場合には年

施工程（仮設の施設を設置 毎に具体的に作成して下さい。

する場合はその内容も記載

してください。） ２ 年毎の実施場所が明らかに区別されような場合

は、利用計画で位置がわかるようにして下さい。

３ 計画は、防災工を先行実施し、安全措置が講じ

られた後に切土盛土等造成工事の実施が図られ

るようにして下さい。

４ 運土計画と工程の整合がとれる様に計画して下

さい。

５ 特に沢の盛土等については、その実施工程を詳

細に明らかにして、施工中の防災が万全に図られ

るように表示して下さい。
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８ 申請書様式

○ 要綱様式第１号 林地開発許可申請書

○ 様式２ 計画説明書

○ 参考様式２－１ 開発事業区域内土地明細表

○ 参考様式２－１－１ 付属表Ⅰ（森林）

○ 参考様式２－１－２ 付属表Ⅱ（森林以外）

○ 参考様式３ 残置森林等保全管理計画概要書

○ 参考様式３－１ 残置又は造成する森林（緑地）の維持管理に関する協定書

○ 参考様式４ 一時利用計画概要書

○ 参考様式５ 資金計画書

○ 参考様式６ 水害防止施設の必要性検討表

○ 参考様式７ 水利用実態整理表

○ 参考様式８ 開発行為同意書

○ 参考様式９ 公共施設管理者の同意書

○ 参考様式１０ 用排水施設管理者の同意書

○ 参考様式１１ 公共施設管理予定者との協議書

○ 参考様式１２ 水利権者の同意書

○ 参考様式１３ 環境保全に関する協定書
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（要綱様式第１号）

林地開発許可申請書

年 月 日

福 島 県 知 事

住 所

法人にあっては、名称
申請者氏名

及 び 代 表 者 の 氏 名

電 話 番 号 （ ）

次のとおり開発行為をしたいので、森林法第１０条の２第１項の規定により許可を申請し

ます。

開 発 行 為 に 係 る 森 林 の 市 町
大字 字 地番

所 在 場 所 郡 村

開 発 行 為 に 係 る 森 林 の

土 地 の 面 積

開 発 行 為 の 目 的

開発行為の着手予定年月日

開発行為の完了予定年月日

開 発 行 為 の 施 行 体 制

備 考

（注意事項）

１ 面積は、実測とし、ヘクタールを単位として小数第４位まで記載すること。

２ 開発行為を行うことについて環境影響評価法（平成９年法律第81号）等に基づく環境影響評

価手続を必要とする場合には、備考欄にその手続の状況を記載すること。

３ 開発行為の施行体制の欄には、開発行為の施行者を記載するとともに、その施行者に防災

措置を講ずるために必要な能力があることを証する書類を添付すること。なお、申請時におい

て開発行為の施行者が確定していない場合における当該欄の記入については、開発行為に着手

する前に必要な書類を提出することを誓約する書類等の提出をもってこれに代えることができ

る。
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（様式２）

計 画 説 明 書

住 所 住 所

設 計 者 申 請 者

氏 名 氏 名

開発対象区域の場所

計 目 的 及 び 施 設 の 名 称

画

の

方 基 本 方 針

針

開 地 類 区 分 山 林 農 地 宅 地 官有地 その他 計

発

対 面 積(ha)

象

区 比 率(％) 100％

域

の

現 地 況 ・ 林 況

況

地類別区分 山 林 その他 合 計

土

地 開発行為 残 置 す る 計 (農地･宅地等)

の の面積

利 用途区分 (A) 面積(B) 比率(%) A+B=C (D) (C)+(D)

用

計

画

開 主 要 施 設 及 び 工 種
発
事
業
の
計
画

防災施設の維持管理

方法、開発完了後の

維持管理方法

そ の 他 参 考 事 項
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（参考様式２－１）

開発事業区域内土地明細表

所 在 場 所 地 目 筆毎の面積 土 地 所 有 者 左記以外の権利者
番号 備 考

市町村 大字 字 地番 登記 現況 登記 実測 住 所 氏 名 権利の種類 住 所 氏 名

（注）１ 開発面積の詳細を別紙「付属表」にまとめること。

２ 字毎に字計、表毎に小計を出し、最後に合計数字を記入すること。
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（参考様式２－１－１）

付 属 表 Ⅰ （ 森 林 ）

土 地 １５年生以下の森林（㎡） １５年生を超える森林（㎡） 造成森林 造成緑地 林 況

明細表 森林面積計 面 積 面 積 備 考

番 号 開発面積 残置面積 小 計 開発面積 残置面積 小 計 （㎡） （㎡） （㎡） 人天別 樹 種 林 齢

（注）１ 「開発事業区域内土地明細表」のうち現況森林部分についてのみまとめること。

２ １５年生以下、１５年生を超える森林区分は、開発目的が「別荘地、スキー場、ゴルフ場、宿泊施設・レジャー施設・太陽光発電設備の設置」の場

合のみ行うものとし、他は１５年生以下の欄に記入すること。

３ 各面積は、１枚毎に小計を出し最後に合計を記入すること。

４ 備考欄には、林業投資状況等を記入すること。
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（参考様式２－１－２）

付属表Ⅱ（森林以外）

土 地 面 積 区 分（㎡） 造成森林面積 造成緑地 備 考

明細表 （㎡） 面積（㎡）

番 号 開発面積 残置面積 計

（注）１ 「開発事業区域内土地明細表」のうち森林以外部分についてのみまとめること。

２ 各面積については、１枚毎に小計を出し最後に合計を記入すること。
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（参考様式３）

残置森林等保全管理計画概要書

１ 残置又は造成する森林、緑地の場所及び面積

森 林 緑 地
区 分 面 積 計

市町村・大字・字・番地 面 積 市町村・大字・字・番地 面 積

(ha) (ha) (ha)

残置する

(ha) (ha) (ha)

造成する

(ha) (ha) (ha)

面 積 計

２ 権利の取得状況

３ 造 成 計 画

４ 保全管理計画

（注）１ 「権利の取得状況」欄は、残置又は造成する森林（緑地）に関する具体的権利名を記載して

ください。なお、既に権利を取得している場合にはそれを証する書類を添付してください。

また、権利を取得していない場合は権利取得の見通し等について記載してください。

２ 「造成計画」欄には植栽樹種、本数、張芝等具体的な施行計画の概要について記載してくだ

さい。

３ 「保全管理計画」欄には、森林及び緑地の維持管理を図るための措置を記載してください。

また、施工後２年間は緑化状況を確認することとし、その具体的方法について記載してくだい。

なお、既に「地方公共団体等」と協定をしている場合にはその写しを添付してください。
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（参考様式３－１）

残置又は造成する森林（緑地）の

維 持 管 理 に 関 す る 協 定 書

（ 地区）で行う森林法に基づく開発行為により、残置又は、造成する森林（緑地）の維持

管理について、下記のとおり協定いたします。

協定年月日 年 月 日

住 所

開発行為者

（甲） 氏 名

住 所

市 町 村 長

（乙） 氏 名

記

区域の場所及び事業名称

共 通 的 事 項

森 林

緑 地

（注）残置又は造成する森林（緑地）の永続的な維持管理のために必要となる次に掲げる事項を協

定してください。

１ 管理責任

２ 当該森林（緑地）についての権利及びその譲渡、承継等にあたって維持管理に支障を生じ

させないための措置

３ 森林（緑地）機能の維持増進を図るための措置

４ 立木の伐採及び植栽、保育等の施業の取扱い

５ その他必要な事項
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（参考様式４）

一 時 利 用 計 画 概 要 書

１ 利 用 場 所 ２ 利 用 目 的

３ 利 用 面 積（開発行為に係る）

４ 利 用 期 間

５ 利用計画の概要

６ 利用後の原状回復方法

(注)１「利用面積」欄には、「一時利用の全体面積」と「森林に係る部分の面積」を

併記してください。

２「利用期間」欄には、「一時利用の予定期間」と「一時利用後の原状回復等の

ための予定期間」を併記してください。

３「利用計画の概要」欄は、「開発行為の内容」と「利用方法」に分けて、土取、

捨土、設置する施設等具体的な計画内容の概要を記載してください。

４「利用後の原状回復方法」欄は、施設の撤去、跡地の埋め戻し、法面の保護、

植樹等具体的な方法の概要を記載してください。

５ 必要に応じ一時利用計画及び原状回復計画の図面（平面、断面、構造図等）を

添付してください。
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（参考様式５）

資 金 計 画 書

下記のとおり相違ありません。

年 月 日

住 所

申請者

氏 名

設 立 年 月 日 資 本 金 千円

概 法 令 に よ る 登 録 等

従 業 員 数 人（うち土木建築関係技術者 人）

要 前 年 度 事 業 量 千円 千円

主たる取引金融機関

１ 自 己 資 金 千円 ３ そ の 他

今 事 収

回 業 入

申 収 の ２ 融 資 金 額

請 支 部

事 計

１ 用 地 費 千円 ５ そ の 他

業 算 支

２ 土 木 費

経 書 出

３ 防 災 費

費 の

４ 附 帯 費

部



- 103 -

（参考様式６）
水害防止施設の必要性検討表

開発箇所名 沢、河川等名

区分 開発による流量の増加量 施設ネックポイントの流化能力 水害防止施設

流下断面改修の 施 設 備 考

地 流 域 流出係数別面積 平 均 到達時間 施設の対 １／Ｎの 開発による流 施設の 勾 流速 Ｂ 対応する施設の 必要性検討

点 流 出 応雨量強 ピ ー ク 量の増加量％ 粗度係数 流下可能量 Ｄ≧Ａ 不要 管理者名 （１％の

№ 面 積 0. 0. 0. 0. 係 数 流入 流出 計 度 Ｎ 流 量 （１％？） 径 深 配 断面積 C Ｂ×Ｃ＝ D Ｄ＜Ａ 要 流量増解消点）

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

開発前

開発後 A

注）１ 調査は、１％の流量増が解消される地点まで実施してください。
２ 上記表の算出根拠資料を添付してください。
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（参考様式７）

水 利 用 実 態 整 理 表

水 の 確 保

水 源 等 の 所 在 貯 水 池 、 導 水 路 改 良 等 が
水源等の種類 利 用 実 態 水 の 確 保 対 策

及 び 管 理 者 あ る 場 合 の 施 設 の 概 要

（一次放流先における水利用者との協議状況）

水 質 悪 化 の 防 止

対策
有 る 場 合 の 対 策 等

の必

要性
水 質 悪 化 防 止 措 置

有無
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（参考様式８）

開 発 行 為 同 意 書

年 月 日

様

貴殿が（ 地区）で森林法に基づき、 を目的とする開発行為を行うことについて異

議なく、その施行について同意します。

土地の権利関係者

権 利 の 同 意
所在及び番地 地 目 地 積 同意者の住所氏名 印 共有関係

種 別 年 月 日

※ 開発行為に係る森林の場合は、印鑑登録証明書を添付してください。

（注）「権利の種別欄」には所有権、地上権、抵当権、賃貸借権の種別を記入すること。
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（参考様式９）

公共施設管理者の同意書

年 月 日

様

住 所

公共施設管理者

氏 名

貴殿が（ 地区）で森林法に基づく開発行為を行うことについて、開発区域予定地内に

存する下記公共施設については、当該開発行為の設計に従い措置されることに同意します。

記

公 共 施 設 名 所 在 措 置 条 件
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（参考様式１０）

用排水施設管理者の同意書

年 月 日

様

住 所

施設管理者

氏 名

貴殿が（ 地区）で森林法に基づき、 を目的とする開発行為を行うことによる用

排水については、下記措置条件に従い用排水することに同意します。

記

施 設 名 所 在 措 置 条 件
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（参考様式１１）

公共施設管理予定者との協議書

年 月 日

福 島 県 知 事

住 所
申請者

氏 名

（ 地区）で行う森林法に基づく開発行為に関する工事により設置される公共施設等について、

当該公共施設管理予定者と下記のとおり協議しました。

記

１ 協議一覧表

概 要 公 共 施 設 管 理 予 定 者

協 議 事 項

幅員寸法 延 長 面 積 （ 協 議 の 相 手 方 ）

道 路 施 設

河川、水路施設

水 道 施 設

農業用排水施設

た め 池
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２ 公共施設管理予定者との協議経過

公共施設の名称

協 議 事 項 協 議 内 容 協 議 結 果

設 計

維 持 管 理

土地の帰属

費用の負担

そ の 他

協 議 年 月 日 年 月 日

住 所

開 発 行 為 申 請 者

氏 名

住 所

公共施設管理予定者

氏 名
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（参考様式１２）

水 利 権 者 の 同 意 書

年 月 日

様

住所
水利権者

氏名

住所
水利権者

氏名

住所
水利権者

氏名

貴殿が（ 地区で）森林法に基づき、 を目的とする開発行為を行うことによる水利につ

いては、下記の措置条件により同意します。

記

施 設 名 所 在 措 置 条 件
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（参考様式１３）

環 境 保 全 に 関 す る 協 定 書

森林法に基づく開発行為の施行地区並びにその周辺地区の環境を保全するための措置につ

いて、下記のとおり協定する。

協定年月日 年 月 日

住 所

開発行為者

（甲） 氏 名

住 所

市町村長

（乙） 氏 名

開 発 区 域 の 場 所

開発行為の目的、名称

協 定 事 項 協 定 内 容



- 112 -

９ 標準処理期間

標準処理期間については、福島県林地開発許可制度事務処理要領第１９により定めております。

（標準処理期間）
第１９ 部長及び所長は、許可事務の処理に当たり迅速、適正、かつ円滑な執行に努めるもの
とする。

２ 標準処理期間は、次に掲げるとおりとする。
(1) 地域森林計画対象民有林の開発行為に係る面積が１０ヘクタール以上 ６５日
(2) 地域森林計画対象民有林の開発行為に係る面積が１０ヘクタール未満 ４５日

３ 前項の日数には、次に掲げる日数は含まないものとする。
(1) 申請の文書の不備その他の理由により申請の文書の補正等に要する日数
(2) 次に掲げる県民の休日
ア 日曜日及び土曜日
イ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日
ウ １２月２９日から１月３日までの間（ア及びイに掲げる日を除く。）

４ 要綱第９条に規定する計画変更の許可申請に関する事務の処理については、前各項を準用
するものとする。


